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～「障害」のひらがな表記について～ 

障害の「害」を漢字表記することについては、負のイメージや不快感を抱かれる

方々に配慮する必要があります。また、「害」の字をひらがな表記することについ

ては、様々な意見があり、「障害」という用語自体を変更すべきだという意見も少

なくありません。 

現時点において定着した替わる用語がないことと、計画策定にあたり開催した委

員会での意見等を踏まえ、本計画書において本町では下記のとおりに取り扱いをし

ています。 

①文章中の「障害」という言葉が前後の文脈から人や人の状態を表す場合は、 

「障がい」と表記します。 

  例）障害者 ⇒ 障がい者、障がいのある人 

②町が作成する福祉計画等は、「障がい」と表記します。 

  例）障がい者基本計画、障がい福祉計画、障がい児福祉計画 など 

③下記の適用除外を除いて、「障がい」と表記可能と判断した語句は、「障がい」

とします。 

  例）障がい福祉、身体障がい、知的障がい、精神障がい、重度障がい など 

【適用除外の例】 

法律名、政令名、省令名、条例名、制度名称、人の状態を表すものではない

もの等については、「障害」と表記します。 

例）障害者総合支援法、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、    

交通障害 など 
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第３次中能登町地域福祉計画 

（成年後見制度利用促進計画） 

（再犯防止推進計画） 

  



 

はじめに 

～ふれあい 支え合い 地域でつなげる福祉の輪～ 

 

近年、少子高齢化や人口減少などにより、本格的な 

高齢化社会をむかえ、社会構造は大きく変化してきて 

いる中で、福祉に求められる役割は介護、障がい、 

子育て、生活困窮、社会的孤立など、各分野での 

課題が混在し、地域住民の抱える課題は複合化・ 

複雑化してきています。 

そのため、本町のまちづくりにおいては、社会福祉法における「地域福祉の推進の理

念」のもと、福祉制度をどのように推進していくのか、市町村による包括的な支援体制づ

くりが求められています。 

現在、国においてこのような地域課題を解決するため、制度や分野ごとでの「縦割り」

や「支え手」「受け手」という関係を超えて、様々な課題を「我が事」として捉え、「丸

ごと」つながり、地域を共に創っていく「地域共生社会の実現」に向けた様々な取り組み

が実施されるなど、地域福祉をめぐる政策は活発に進められています。 

このような中、本町では、自助、互助、共助、公助が相互に連携し、住民一人ひとりの

暮らしと生きがいを支え、地域を共に創っていく「地域共生社会の実現」をめざし、「ふ

れあい 支え合い 地域でつなげる福祉の輪」を基本理念とする中能登町地域福祉計画を

策定いたしました。 

本計画では、基本理念を念頭に据え、「みんなで支える地域づくり」「安心して暮らせ

る地域づくり」「支援につながる体制づくり」の３つの基本目標を掲げ、地域共生社会の

実現に向けて、成年後見制度利用促進計画を一体的に策定し地域福祉や行政、司法などと

の連携を促進するともに、安全で安心して暮らせる地域社会の構築に向けて、再犯防止推

進計画も併せて策定いたしました。 

今後は、これらの計画を基に、地域福祉の推進に取り組んでまいりますので、地域に住

むすべての人、一人ひとりが地域の担い手として、積極的な参加とご協力、地域福祉活動

への主体的な参加をお願いいたします。 

結びに、本計画の策定にあたり、アンケート調査にご協力をいただきました皆様、熱心

にご協議をいただき貴重な意見やご提言を賜りました中能登町地域福祉計画策定委員会の

委員の皆様に、心から感謝を申し上げます。 

 

令和５年３月 

中能登町長 宮下 為幸 
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１ 計画策定の目的 

地域福祉計画は、社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」であり、町の将

来を見据えた地域福祉の理念や推進に向けての基本的な方向を定める計画です。 

中能登町（以下、「本町」という。）では、平成 30 年３月に「第２次中能登町地域福祉計

画・地域福祉活動計画」を策定し、「ふれあい 支え合い 地域でつなげる福祉の輪」を基

本理念に掲げ、地域活動の促進による地域の福祉力の向上や、健康づくりから地域福祉の

推進をする取り組みなどを進めてきました。 

このたび、令和４年度末に計画期間が終了することから、本町における課題やこれまで

の取り組みを見直し、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるまちづくりの実現に向

け、「第３次中能登町地域福祉計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

本計画は、第２次計画同様、中能登町社会福祉協議会と連携を図り「地域福祉計画」と

「地域福祉活動計画」を一体的に作成するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会福祉法（令和３年４月１日改正）抜粋 

（市町村地域福祉計画） 

第 107条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を

一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよ

う努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉

に関し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利⽤の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住⺠の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備

に関する事項 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、総合計画や福祉関連計画（高齢者福祉計画・介護保険事業計画、子ども・子

育て支援事業計画、障がい者基本計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画など）との整

合を図っています。 

また、本計画は、「成年後見制度利用促進計画」と「再犯防止推進計画」を包含していま

す。 

 他計画との関係（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

計画の期間は、令和５年度を初年度とし令和９年度を目標年度とする５か年計画としま

す。なお、社会情勢や制度の見直しなど、地域の状況が大きく変化した場合には、計画期

間中においても必要な見直しを行うものとします。 

 策定の期間 

H30 
R1 

(H31) 

R2 

(H32) 

R3 

(H33) 

R4 

(H34) 
R5 R6 R7 R8 R9 

  

第２次中能登町地域福祉計画 

・第２次中能登町地域福祉活動計画 

第３次中能登町地域福祉計画 

・第３次中能登町地域福祉活動計画 
  

  

 

中
能
登
町
総
合
計
画 

中
能
登
町
地
域
福
祉
計
画 

障がい者基本計画、障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

子ども・子育て支援事業計画、いのち支える自殺対策計画 

バリアフリーマスタープラン、男女共同参画行動計画 

その他関連計画 

高齢者福祉計画、介護保険事業計画 

連携 

中能登町地域福祉活動計画 

社会福祉協議会 

見直し 見直し 
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４ ＳＤＧｓの達成に向けた取り組みの推進 

ＳＤＧｓとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、2015

年に国連において採択された、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載され

た 2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール・169のター

ゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓

っています。 

地方自治体のまちづくりにおいても踏まえるべきテーマであることから、「誰一人として

取り残さない」社会を目指すＳＤＧｓの視点を取り入れ、地域福祉施策を推進します。 

 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の 17の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福祉分野における取り組みとＳＤＧｓの対応 

 １ 貧困をなくそう 

生活困窮世帯やひとり親世帯等、経済的に困

窮している世帯への支援の実施 

 ８ 働きがいも経済成⻑も 

すべての人が生きがいを持ち、社会に参画す

るための就労支援や活躍の場の確保 

 ２ 飢餓をゼロに 

子どもの貧困やヤングケアラーの発見及び

すべての貧困を断ち切るための支援の実施 

 10 人や国の不平等をなくそう 

平等な社会参画のための支援と多文化共生

社会実現のための支援の実施 

 ３ すべての人に健康と福祉を 

すべての人が健康的な生活を確保するため

の医療・福祉体制の整備 

 11 住み続けられるまちづくりを 

支え合い、助け合いの促進、防災・防犯等の

充実を通じた安心して暮らせる地域の実現 

 ４ 質の高い教育をみんなに 

教育を通じた⾃助意識や福祉への関⼼の醸

成 

 16 平和と公正をすべての人に 

差別の解消や虐待の防止等を通じた、すべて

の人への人権の保障 

 ５ ジェンダー平等を実現しよう 

あらゆる形態の差別をなくし、すべての人が

自身の能力を最大限発揮できる環境の整備 

 17 パートナーシップで目標を達成しよう 

⾏政・地域・関係機関等の連携を通じた包括

的な支援体制の構築 
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１ 地域福祉とは 

地域福祉とは、一人ひとりが安心して自分らしい生活を送ることができる地域をみんな

でつくっていくことをいいます。 

地域福祉を推進するためには、住民・関係団体・社会福祉協議会・行政等が、それぞれ

の役割を果たし、互いに力を合わせる関係を築くことが必要であり、自助・互助・共助・

公助の考え方が重要となります。 

特に、身近な地域における暮らしのニーズが多様化している中、地域の課題や困りごと

に対し、行政だけでなく、地域における住民同士の支え合いや助け合い（互助・共助）を

進めていく必要があります。さらに、自助・互助・共助・公助が相互に連携し、補い合い

ながら、それぞれの役割を果たしていくことが大切です。 

 自助・互助・共助・公助の考え方イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自 助 
自分でできること 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば 

福祉の心を学ぶ機会

への参加 

互 助 
住民同士の助け合い

でできること 

 

 

 

 

 

 

 

例えば 

地域での手助け・ボ

ランティア 

 

共 助 
制度化された 

支え合いのしくみ 

でできること 

 

 

 

 

 

 

例えば 

医療、年金、介護 

など相互の負担 

 

公 助 
行政が提供する 

公的なサービスや 

行政が行うべき支援 

 

 

 

 

 

 

例えば 

相談支援や情報提供 

最終的な社会保障 

困りごと 

いざという時

への備え 
地域の課題 
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２ 地域福祉の動向 

（１）国の動き 

平成 30年施行の改正社会福祉法では、地域福祉計画が福祉分野の上位計画として位置付

けられ、あわせて示された「市町村地域福祉計画の策定ガイドライン」に沿った内容での

策定が努力義務となりました。 

また、令和３年施行の改正社会福祉法により、地域共生社会※の実現に向けた「重層的支

援体制整備事業※」が創設され、「属性を問わない相談支援」「多様な参加支援」「地域づく

りに向けた支援」の一体的な実施による包括的な支援体制の整備が求められています。 

 

近年の国の主な流れ 

○少子高齢化・人口減少社会の進行 

○高齢者のみの世帯や高齢者ひとり暮らし世帯の増加、社会保障関係経費の増加 

○高齢者・子育て世代・障がい者といった、対象に応じたサービスだけでは対応しきれない制度の 

狭間の問題の顕在化、生活課題の多様化・複雑化（ひとり親家庭を含む生活困窮者の問題、孤独 

・孤立、ヤングケアラー、老老介護、ひきこもり、8050問題、虐待、ごみ屋敷問題など） 

○大規模自然災害の発生や新型コロナウイルス感染症の流行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域共生社会とは 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生き

がい、地域をともに創っていく社会を指します。 

 

※重層的支援体制整備事業とは 

地域共生社会の実現を目指すための体制整備事業として、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地

域づくりに向けた支援」を一体的に実施する事業で、実施を希望する市町村による任意事業です。  

○福祉は「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住⺠が役割を持

ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる「地域共生社会」を実現することが必要です。 

○「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として主体的に取り組むしくみ

を地域でつくり、市町村には、地域で把握した課題を、縦割りではなく「丸ごと」受け止め

る包括的な相談支援の体制整備が求められています。 

○分野・制度ごとに分かれている相談⽀援等を⼀体的に実施していく重層的な支援体制の整備

が必要となっています。 

これらの状況を踏まえ・・・ 
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重層的支援体制整備事業 

 

令和２年の社会福祉法の改正により、重層的支援体制整備事業が創設されました。複雑化・

複合化する地域の課題に対応するため、市町村における既存の相談支援等の取り組みや地域

資源を活かしながら、包括的な支援体制の整備に努めるものとされています。その具体的な

推進に向けては、市町村全体の支援機関・地域の関係者が断らず受け止め、つながり続ける

支援体制を構築することを目指し、下記の３つの支援を一体的に実施することが求められて

います。 

 

①属性を問わない相談支援：相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受

け止め、各支援機関が円滑な連携のもとで支援する 

②参加支援：社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人に対し、本人

のニーズと地域の資源との間を取り持つことで多様な資源の開拓を行い、本人・世帯の状

態に寄り添って社会とのつながりを回復する 

③地域づくりに向けた支援：住民同士の支え合う関係性を育み、地域における多世代の交流

や多様な活躍の場を確保することで、地域の活動を活性化し、地域における孤立を防止す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 
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◆介護保険・高齢者福祉について 

団塊の世代が７５歳以上となる令和７（2025）年以降、国民の医療や介護の需要がさらに増加す

ることが見込まれるため、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療・介護・

介護予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を推進しています。 

令和３年４月には「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が施行さ

れ、地域共生社会の実現を図るためさまざまな措置を今後講ずることとされています。 

 

 

◆障がい者福祉について 

平成２８年には「発達障害者支援法」の改正や「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後

見制度利用促進法）」の制定、平成３０年に「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が制

定・施行されるなど、障がいのある人の権利保障と社会参加を促進するための枠組みが定められて

きました。 

また、平成３０年４月に「障害者総合支援法及び児童福祉法」が改正・施行され、自立生活援助や就

労定着支援が創設されたほか、障がいのある子どもへのサービス提供体制を構築するための障が

い児福祉計画の策定が義務付けられました。 

 

 

◆児童福祉・子ども・子育て支援について 

子どもの貧困対策として、令和元年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の一部改正や「子

供の貧困対策に関する大綱」の見直しが行われ、「現在から将来にわたり、全ての子供たちが夢や希

望を持てる社会を目指す」こと、「子育てや貧困を家庭のみの責任とせず、子供を第一に考えた支援

を包括的・早期に実施」することが求められています。 

児童虐待については、令和２年４月に「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一

部を改正する法律」が施行され、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化及び関係機関間の連携強

化等、児童虐待防止対策の推進が求められています。 

 

 

◆生活困窮者自立支援について 

さまざまな理由により生活に困っている方を支え自立の促進を図ることを目的として、平成２７

年４月に「生活困窮者自立支援法」が施行されました。また、平成３０年１０月には生活困窮者等の一

層の自立の促進を図るため、同法等の改正が行われ、「生活困窮者の自立支援の強化」「生活保護制

度における自立支援の強化、適正化」「ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進」などが盛り込まれ

ています。 
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（２）石川県の動き 

「石川県地域福祉支援計画」は令和元年度から令和５年度までの５年間を計画期間とし

て策定され、「お互いに支え合い、誰もがその人らしくいきいきと暮らせるとともに、安心

して次世代を育むことができる地域社会づくり」を基本理念に掲げています。 

この計画では、これまでの「受け手」と「支え手」という関係や制度・分野ごとの「縦割

り」の考え方を超えて、地域で暮らす方々や地域のさまざまな団体が主体的に地域活動に

参画し、人や資源が世代や分野を超えてつながることで、暮らしや生きがい、地域をとも

に創る社会の実現を目指しています。 

また、石川県では、平成９年に「石川県バリアフリー社会の推進に関する条例」が制定

され、バリアフリー社会の生活環境の整備、福祉社会に関する県民意識の高揚を施策の基

本方針としています。平成 30年に「石川県手話言語条例」が制定され、また、令和元年に

は「障がいのある人もない人も共に暮らしやすい石川県づくり条例」が制定され、共生社

会の実現を目指した取り組みが進められています。 

 

 

 

 

 

  

 

石川県地域福祉支援計画の施策の柱 

地域住民が主体となり、多様な活動主体との連携の下で、地域で発生する生活課 

題の解決を目指す「地域支え合い」の推進に向けた基盤づくりに取り組みます。 

① 地域支え合いの基盤づくり 

各地域において、高齢者、障がい者、子育て家庭など、支援を要する方々の孤立化 

を防止するとともに、地域生活の安心を支える公的サービス及び支え合い活動に 

よる支援の充実を図ります。 

② 地域で安心して健やかに暮らすための支援の充実 

サービスの質の向上や、利用者の権利・利益の保護に取り組み、安心して利用で 

きる福祉サービスの充実を図ります。 

③ 利用者主体の福祉サービスの充実 
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１ 人口の状況 

（１）総人口及び年齢３区分別人口の推移 

本町における総人口の推移をみると、平成２年の 20,678人から令和２年の 16,540人と、

4,138 人減少しています。年齢３区分別人口の推移をみると、０～14 歳（年少人口）や 15

～64歳（生産年齢人口）は減少し続けているが、65 歳以上（老年人口）の人口は増加を続

け、平成２年に比べ、令和２年では、2,542人増加しています。 

 

 

 総人口及び年齢 3 区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総人口には年齢不詳人口が含まれるため、年齢 3 区分人口の合計と一致はしません。 

 

資料：国勢調査（各年 10月 1日） 

 

  

3,690 2,985 2,707 2,527 2,444 2,237 1,968

13,380
12,515 11,775 11,269 10,578

9,293 8,418

3,605
4,216

4,663 5,163 5,513
6,034

6,147

20,678
19,716 19,149 18,959 18,535

17,571
16,540

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（人）
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（２）高齢化率の推移 

本町における 65 歳以上の高齢化率の推移をみると、平成２年の 17.4％から令和２年の

37.2％と、19.8ポイント増加しています。 

石川県・全国と比較すると、本町の高齢化率は平成２年以降、石川県、全国より高い水

準で推移しています。 

 

 高齢化率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月 1日） 

 

（３）人口動態 

本町における人口動態の推移をみると、平成 28年から令和３年にかけて死亡数が出生数

を上回り自然減となっています。また、転出数が転入数を上回っており、社会減が続いて

います。 

 人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：石川県 県民文化スポーツ部 県民交流課 統計情報室（各年 10月 1日から 9月 30日）  

17.4%

21.4%

24.4%
27.2%

29.7%

34.3%
37.2%

13.8%
16.2%

18.7%
20.9%

23.7%

27.9%
29.5%

12.1%
14.6%

17.4%
20.2%

23.0%

26.6% 28.0%

0%

10%

20%

30%

40%

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

中能登町 石川県 全国

120 119
95 90 95 95

269
248

226 227 280 276

348
314

331
373

320
302

448

381
397

460

371 368

0

100

200

300

400

500

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

出生数 死亡数 転入数 転出数

（人）
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（４）地区別人口 

本町における地区別人口をみると、鹿島地区が 7,521 人（45.5％）と本町で最も多く、

次いで鳥屋地区が 5,031人（30.4％）、鹿西地区が 3,988 人（24.1％）となっています。 

各地区の年齢３区分別人口割合において、６５歳以上の高齢化率をみると、鹿西地区が

42.5％と本町で最も高くなっています。 

 

 地区別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年 10月 1日） 

 

 

 

  

13.1% 12.3% 9.6% 11.9%

52.8% 51.2%
47.8%

50.9%

34.0% 36.4% 42.5% 37.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

鳥屋 鹿島 鹿西 合計

0～14歳 15～64歳 65歳以上

鳥屋, 

5,031人, 

30.4%

鹿島, 

7,521人, 

45.5%

鹿西, 

3,988人, 

24.1%



 

12 

２ 世帯の状況 

（１）総人口及び年齢３区分別人口の推移 

本町における総世帯数の推移をみると、平成２年の 5,542 世帯から令和２年の 6,093 世

帯と、551世帯増加しています。しかし、平成 22年が 6,133世帯で最も多く、令和２年は

平成 22年から 40世帯減少しています。 

高齢者世帯数についても同様に増加しており、とくに高齢者ひとり暮らし世帯、高齢者

夫婦世帯については、平成２年から令和２年にかけて約３倍に増加しています。 

 

 総世帯数及び高齢者世帯数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者世帯とは、６５歳以上の方のいる世帯で、高齢者ひとり暮らし世帯、高齢者夫婦世

帯、子や孫のいる世帯などすべて含まれます。 

 

資料：国勢調査（各年 10月 1日） 

 

 

 

  

2,727 3,009
3,221 3,413 3,583

3,840 3,859

285 350 395 483 595 743 856360 488 594 777 867 978 1,051

5,542 5,613 5,755 5,992 6,133 6,055 6,093

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

高齢者世帯数 うち高齢者ひとり暮らし世帯数

うち高齢者夫婦世帯数 総世帯数

（世帯）
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３ 高齢者・障がい者・子どもの状況 

（１）高齢者の推移 

65～74 歳の前期高齢者数と 75 歳以上の後期高齢者数をみると、後期高齢者数が前期高

齢者数を上回っています。前期高齢者数は減少が続いています。また、後期高齢者数は増

加傾向でしたが令和元年以降減少に転じています。高齢者数も後期高齢者と同様に令和元

年以降減少に転じています。 
 

 高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月 1日） 

（２）高齢者単身世帯（ひとり暮らし高齢者）の状況 

本町の高齢者単身世帯（ひとり暮らし高齢者）は増加傾向にあり、令和２年で 856 人と

なっており、高齢者人口の 13.9％を占めています 。 

男女別の内訳では、男性 279 人に対して、女性が 577 人と女性が男性の約 2.1 倍となっ

ています。 

 高齢者単身世帯（ひとり暮らし高齢者）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月 1日）  
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（３）要介護認定者の状況 

本町における６５歳以上の要介護認定者数の推移をみると、平成 28年９月の 1,151人か

ら令和３年９月の 1,228人と、77人増加しています。とくに要支援１・２では、平成 28年

９月の 216人から令和３年９月の 257人と、41人増加しています。 

認定率の推移をみると、平成 30 年９月では 17.9％と下がりましたが、その後はやや増

加して令和３年９月では 19.2％となっています。 

 

 要介護度別認定者数及び認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「介護保険事業状況報告月報」 
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（４）障がい者の状況 

本町における障害者手帳所持者数の推移をみると、平成 29年度から令和 4年度にかけて

身体障害者手帳所持者数については約 0.9 倍と減少しています。療育手帳所持者数では約

1.1 倍と増加傾向であり、精神障害者保健福祉手帳所持者数については約 1.3 倍と増加傾

向にあります。 

 

 障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中能登町資料（各年４月１日） 

 

（５）子どもの状況 

年少人口の推移をみると、0～5歳、6～11歳、12～14歳すべて減少傾向にあります。年

代が下がるほど減少傾向が大きくなり、特に減り幅が大きい 0～5 歳では平成 29 年から令

和 4年にかけて 124人減少しています。 

 年少人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  
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（人 ）

755 741 703 677 652 631

917 911 905 869 848 818

534 493 464 476 486 489

2,206 2,145 2,072 2,022 1,986 1,938

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

0～5歳 6～11歳 12～14歳 D

（人）
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高齢者や障がい者等への見守り活動は、民生委員・児童委員が中心となって一人暮らし高齢者を

中心に取り組み、子どもの見守り活動は、地域住民やＰＴＡが中心となって登下校時の取り組みを

行いました。また、災害時における避難行動要支援者名簿の作成は、災害対策基本法の改正に合わ

せて名簿を作成し、随時更新を実施しており概ね達成できました。引き続き見守り活動の充実と支

援を行うとともに、災害時における個別避難計画の作成に取り組みます。 

 

 

 

課題であった相談窓口の一元的な運営は、庁舎の統合と課の再編により行政サービス庁舎の窓口

で解消され、障がい者・高齢者・子育て世代の複合的事案や保健・福祉・医療の連携強化を図り、

横断的支援体制の強化につながりました。引き続き相談内容に応じて、今後も課の枠や組織にとら

われず、他の関係機関との連携を図りながら、支援体制の強化に努めます。 

 

 

 

社会福祉協議会はボランティアセンターの運営・活動支援に取り組んでいます。また、民生委員・

児童委員の組織運営・活動支援を行っております。町は地域の福祉活動活性化の一環で１７地区の

地域福祉マップ作成の支援に取り組むことができました。核家族化・少子高齢化・近隣世帯間の希

薄化が感じられる中、引き続き地域福祉の担い手育成に関わり、支援を行います。 

 

 

 

コロナ禍による地域活動の参加者や地域の祭礼行事などが縮小している中、地域住民が集う施設

の充実や高齢者の認知症予防の施策の推進、障がい者が集う手話サークルこぶし、手話サロンこじ

かのコミュニティ機能の充実、学童保育の改築（とりや放課後児童クラブ）など充実を図ることが

できました。今後も地域に即した居場所づくりの支援を行います。 

 

 

  

課題１ 

課題２ 

課題３ 

課題４ 

 支援を必要とする住民への見守り体制  

 困った時・不安な時の相談支援体制  

 地域福祉の担い手育成  

 コミュニティ機能の充実  
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中能登町社会福祉協議会の事務所移転に伴い、地域福祉の中核となる活動拠点の設置につながり

ました。今後も地域福祉の推進のため、各地区の地域福祉推進チームの活性化に、社会福祉協議会

の協力を得ながら時代のニーズに沿った機能強化に努めます。 

 

 

      

町内の地区集会所等を活用した、地域つながりサロンやいきいき百歳体操、出前講座等の取り組

みを行ってきました。今後も地域福祉活動を推進するために、活動拠点の充実や住民主体の活動内

容の支援、関係機関等を巻き込んだ福祉活動に努めます。 

 

 

      

地域共生社会の実現に向けて、あらゆる福祉課題についてまるごと協議する「中能登町まるごと

福祉支援協議会」を設置して、各福祉課題等の協議や成年後見制度を支援する中核機関の設置等の

取り組みを行ってきました。引き続き行政はもとより、高齢者、障がい者、子ども、大人が各々の

地域・社会で互いに役割分担を持って活躍できる地域づくりに向けて、環境整備・普及啓発に努め

ます。 

 

  

課題５ 

課題６     

課題７     

 地域福祉の推進機能の強化  

 地域福祉活動拠点の整備  

 地域共生社会の実現  
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１ 基本理念 

「第２次中能登町総合計画」では、「ふるさと ふれあい 心を育む 中能登町」を基本理

念として掲げ、また「第２期中能登町まち・ひと・しごと総合戦略中能登町人口ビジョン」

においては、基本目標３「子育て環境づくり」、基本目標４「地域づくり」を目標に掲げ、

住民・近隣・地区・関係団体・行政等が一体となったまちづくりを目指しています。 

本計画においては、地域におけるふれあい、支え合いを通じて、地域福祉が地域でつな

がっていくことを目指した第２次計画の基本理念を踏襲し、「ふれあい 支え合い 地域でつ

なげる福祉の輪」を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

ふれあい 支え合い 

地域でつなげる福祉の輪 
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２ 基本目標 

 

福祉課題  基本目標 

 

・住民の見守り体制 

・地域共生社会の実現 

 

 基本目標１ 

みんなで支える 

地域づくり 

 

・地域福祉の担い手育成 

・地域福祉の機能強化 

 

 基本目標２ 

安心して暮らせる 

地域づくり 

 

・困った時・不安な時の相談体制 

・複合的な相談の連携 

 

 基本目標３ 

支援につながる 

体制づくり 

福祉課題  その他計画 

 

・制度についての認知 

・連携するしくみの整備 

 

 

成年後見制度利用促進計画 

 

・再犯しないための支援 

・サポートしあう関係づくり 

 

 

再犯防止推進計画 
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３ 地域の範囲の考え方 

地域福祉の効果的な推進のためには、町全体で取り組むこと、各地域で取り組むこと、

住民の身近な地区で取り組むことなど、町全体や地区、班、隣近所などそれぞれの範囲に

応じた体制を整備することが重要です。 

そのため、本計画では５層からなる地域の範囲を設定して取り組みを推進していきます。 

 

 中能登町における地域の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町全体 

⾏政の基本的なサービスや各地区への⽀援、 

専門的な相談への対応等、総合的な対応を図ります。 

地域【鳥屋、鹿西、鹿島】 
関係団体との連絡調整やコミュニティ同士の連携体制の充実により、 

身近なサービスの提供や地域での支援体制を整備します。 

地区 
地区ごとの交流や情報の共有、 

地区課題の把握・解決のための意⾒交換に取り組みます。 

班 
交流活動や清掃活動の実施、災害時の避難等 

助け合う体制づくりなどを⾏います。 

隣近所 

⽇頃のあいさつや⾒守り、声かけによる 

⾝近な助け合い活動とともに、 

情報の共有等を⾏います。 
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基本目標１ 

みんなで支える 

地域づくり 
 

 

基本目標２ 

安心して暮らせる 

     地域づくり 

 

基本目標３ 

支援につながる 

     体制づくり 
 

４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 ふれあい 支え合い 地域でつなげる福祉の輪 

基本目標 基本施策 

１ 地域でつながり、支え合おう 

２ みんながふれあえる場、居場所をつくろう 

３ いざという時の助け合いの輪をつくろう 

４ 自分事と考え、支え合いの心を育もう 

１ 包括的な相談体制を構築しよう 

２ 福祉サービスの充実と適切な利用を進めよう 

３ 安心して暮らせる環境を整備しよう 

１ みんなが気軽に参加できる活動を広めよう 

２ 地域を支える人材を育成しよう 

３ 連携・協働して取り組もう 
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基本目標１ みんなで支える地域づくり 

 

基本施策１ 地域でつながり、支え合おう 

 

 

地域のつながりが希薄化してきている状況が見受けられ、近所の人とのつき合い方につ

いて、会えば挨拶をかわす程度や世間話や立ち話をする程度の割合が多くなっています。

年齢が上がるにつれて、困っているときに相談をしたり、助け合う割合が高く、つき合い

が深い傾向はありますが、年代に関係なく、日頃からあいさつや声掛けによる関係づくり

をはじめ、地域内でのつながりを深めるための取り組みが必要です。 

また、見守り活動などそのつながりを活かした支え合いの関係をつくることが重要です。 

 近所付き合いの程度 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

全体 （n=475）

男性 （n=154）

女性 （n=307）

20～29歳 （n=7）

30～39歳 （n=23）

40～49歳 （n=51）

50～59歳 （n=90）

60～64歳 （n=66）

65～69歳 （n=95）

70～74歳 （n=116）

75歳以上 （n=20）

12.6 

8.4 

15.0 

4.3 

3.9 

7.8 

12.1 

13.7 

16.4 

45.0 

2.3 

1.9 

2.3 

3.9 

1.5 

4.2 

3.4 

35.8 

30.5 

38.1 

14.3 

8.7 

15.7 

32.2 

43.9 

38.9 

47.4 

30.0 

39.6 

47.4 

36.2 

71.4 

69.6 

66.7 

53.3 

33.3 

31.6 

25.0 

10.0 

3.4 

6.5 

2.0 

17.4 

3.9 

3.3 

6.1 

2.1 

0.9 

6.3 

5.2 

6.5 

14.3 

5.9 

3.3 

3.0 

9.5 

6.9 

15.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困っているときに相談したり、助け合う 留守をするときに声をかけあう程度

世間話や立ち話をする程度 会えば挨拶をかわす程度

まったく、つき合っていない 不明・無回答

基本目標１ みんなで支える地域づくり 

現状と課題 

➣ 時代の流れやコロナ禍によって地域のお祭りなどの行事がなく 

なり、近所の人との距離を感じるため、時代にあった付き合い 

方を考えていく必要があります 

➣ 外出することが減って、相談する機会が少なくなった 

➣ コロナ禍でのご近所や親戚付き合いが、しづらくなったと感じる 



 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取り組み 内容 担当課 

１ 
声かけ・あいさ

つ運動の推進 

地域内の関係づくりを目的に、住民同士の声かけ、あいさつ

運動を促進します。 
全   庁 

２ 
地域での見守り

活動の推進 

民生委員・児童委員による生活相談や見守りによるひとり暮

らし等の訪問活動など地域における活動を支援します。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

３ 

支援の必要な人

の早期発見・早

期対応 

地域住民や関係機関との連携のもと、虐待を受けている子ど

も・高齢者・障がいのある人、認知症の疑いのある人、ＤＶ

などの早期発見・早期対応に向けて、日常的な見守り活動に

取り組みます。また、認知症で行方不明の恐れがある高齢者

等が安心して地域で暮らしていけるよう、高齢者等安心ネッ

トワーク事業の普及啓発や体制整備を推進していきます。 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

社会福祉協議会 

４ 

児童虐待に関す

る知識・対応の

強化 

知識を持った職員が、速やかに対応できるよう、長期に携わ

れる職員の配置を目指して、引き続き見守りを継続していき

ます。 

健康保険課 

学校教育課 

５ 
孤立を防ぐため

の活動の推進 

高齢者などの孤独・孤立や虐待案件があった場合は、速やか

に現状確認や支援者会議などを行い適切な対応や支援に努

めます。 

ウィズコロナを見据えながら、地域で様々な支援を必要とす

る人を把握し、きめ細かな支え合い活動を行うネットワーク

のあり方について、行政や社会福祉協議会、地域住民が継続

的に議論していく場を設けます。 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

社会福祉協議会 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 普段から近所の人とのつき合いを大切にし、挨拶を交わしたり近

況をしゃべったりできる関係をつくりましょう 

 困っている人がいたら、相手のペースで話を聞きましょう 

 子どもや高齢者のみの世帯の見守りを地域ぐるみで行いましょう 

 いい意味でのおせっかいを大切にし、地域での関わりを深めまし

ょう 

住民同士の関係づくりを促進するとともに、地域にお

ける見守り活動を支援します。日常的な声かけ、見守

りを通じて、支援の必要な人を発見し、支援につなげ

ることのできる体制づくりに取り組みます。 
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基本施策２ みんながふれあえる場、居場所をつくろう 

 

 

住民同士のコミュニティの場として、20代から 40 代の年齢層が地域活動（区、町内会・

自治会、老人会、こども会、サークル活動等）にまったく参加していない割合が高くなっ

ています。今後、地域で孤立する人が出ないよう、日頃から気軽に集まれ、すべての年代

の人が居場所として感じられるような場所や機会づくりが必要です 

 地域活動への参加頻度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

 

  

全体 （n=475）

男性 （n=154）

女性 （n=307）

20～29歳 （n=7）

30～39歳 （n=23）

40～49歳 （n=51）

50～59歳 （n=90）

60～64歳 （n=66）

65～69歳 （n=95）

70～74歳 （n=116）

75歳以上 （n=20）

12.4 

5.8 

16.3 

14.3 

5.6 

9.1 

20.0 

19.0 

30.0 

11.2 

12.3 

11.1 

5.9 

8.9 

13.6 

9.5 

19.0 

10.0 

11.6 

17.5 

8.1 

14.3 

8.7 

13.7 

8.9 

15.2 

9.5 

10.3 

15.0 

10.5 

13.0 

9.8 

14.3 

8.7 

2.0 

11.1 

13.6 

14.7 

9.5 

10.0 

13.3 

15.6 

12.7 

17.4 

7.8 

23.3 

9.1 

11.6 

14.7 

37.9 

33.8 

38.4 

57.1 

65.2 

66.7 

42.2 

36.4 

30.5 

24.1 

25.0 

3.2 

1.9 

3.6 

3.9 

3.0 

4.2 

3.4 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

月に２～３回以上 月に１回程度 ２～３ヶ月に１回程度

半年に１回程度 年に１回程度 まったく参加していない

不明・無回答

現状と課題 

➣ 少しの時間だけの参加でも良いので、地域の人に顔を見せてもら 

うための方法の一つとして、地域の清掃作業や草むしり・花の手 

入れなどの屋外活動などは効果的だと思います 

➣ 地区主催の行事がコロナ禍で、少なくなっている 

➣ サークル活動を休止している 

➣ 同年代の人の参加者が少ないので、地域活動に気軽に集まりづらい 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
住民同士の話し

合いの場づくり 

地域の課題や地域福祉に関することについて話し合える機

会づくりを促進し、住民自らが課題の解決に取り組むための

しくみづくりや支援に取り組みます。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

２ 

地域行事等を通

じた住民交流の

促進 

地域において運動会やお祭りなどの行事を通じた交流を促

進するとともに、新たなイベント開催の交流を通して、ふれ

あいの場づくりに努めます。 

企 画 課 

生涯学習課 

３ 
世代間交流の促

進 

高齢者の知恵や技能を活かした交流や、地域の伝統文化・歴

史に触れる活動を支援します。保育園や高齢者福祉施設、公

民館などを活用した交流や行事、教室等を通じて、世代間交

流を促進します。 

企 画 課 

生涯学習課 

健康保険課 

社会福祉協議会 

４ 

多様な主体によ

る交流活動の充

実 

高齢者や障がいのある人が気軽に集える地域の通いの場や、

子ども会や老人クラブなどの活動、子育て、健康づくりに関

する教室など、地域において気軽に参加できる活動への参加

促進、魅力ある自主活動を支援します。 

長寿福祉課 

生涯学習課 

健康保険課 

学校教育課 

５ 
地域施設の利用

促進 

既存施設を活用した地域の活動拠点づくりや交流、支え合い

活動の場づくりへの支援を行います。公共施設等が、地域住

民が気軽に立ち寄れる施設になるよう支援を行います。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 近所の人と誘い合って、地域の行事やイベントに参加しましょう 

 世代を超えて楽しみでつながる関係をつくりましょう 

 地域の通いの場に出かけて交流しましょう 

 地域で高齢者や障がいのある人、子ども等の居場所づくりに取り組

みましょう 

地域で行われているサロン活動や行事、お祭りなど地

域コミュニティの場への参加を促進するとともに、イ

ベントの開催や自主活動への支援により、集いの場や

居場所づくりを進めます。また、地域福祉推進の拠点

となる場の周知など、住民が主体となって取り組める

しくみづくりに努めます。 
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基本施策３ いざという時の助け合いの輪をつくろう 

 

 

地域で気にかかる人については、各年代ひとり暮らし高齢者でしたが 30～49 歳ではひき

こもりで学校や仕事などに行けない、家族の介護で困っている割合が高い結果でした。ま

た、日常生活が不自由になったとき、地域の人たちに求めることでは、安否確認の声かけ

や災害時の手助けの割合が高く、緊急時の対応、体制に不安を抱える人は多くなっており、

いざという時の避難行動等の認識の共有を図るとともに、ひとり暮らしの高齢者など助け

を必要とする人への支援体制を確立することが重要となっています。 

 地域で気にかかる方はどんな方か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n）

家

族

の

介

護

で

困
っ

て

い

る

ひ

き

こ

も

り

で

学

校

や

仕

事

な

ど

に

行

け

な

い

ひ

と

り

暮

ら

し

の

高

齢

者

経

済

的

に

困
っ

て

い

る

子

育

て

・

育

児

で

困
っ

て

い

る

そ

の

他

全体 （114） 15.8 13.2 64.9 7.9 1.8 23.7

男性 （37） 10.8 13.5 62.2 13.5 0.0 18.9

女性 （73） 16.4 13.7 65.8 4.1 2.7 27.4

20～29歳 （1） 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

30～39歳 （2） 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 50.0

40～49歳 （7） 42.9 28.6 42.9 14.3 0.0 28.6

50～59歳 （23） 8.7 8.7 56.5 17.4 4.3 34.8

60～64歳 （12） 33.3 8.3 58.3 8.3 8.3 16.7

65～69歳 （26） 11.5 15.4 69.2 0.0 0.0 19.2

70～74歳 （33） 12.1 9.1 72.7 3.0 0.0 21.2

75歳以上 （8） 25.0 12.5 75.0 12.5 0.0 25.0

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%

80%

現状と課題 
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 日常生活が不自由になったとき、地域の人たちに求めること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

（n）

安

否

確

認

の

声

か

け

料

理
、

掃

除
、

洗

濯

物

の

手

伝

い

通

院

の

送

迎

や

外

出

の

手

助

け

子

ど

も

預

か

り

話

し

相

手

・

相

談

相

手

災

害

時

の

手

助

け

ゴ

ミ

出

し

買

い

物

雪

か

き

そ

の

他

特

に

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 （475） 39.6 15.2 29.1 0.8 22.7 29.5 17.1 17.7 28.6 0.6 12.0 6.3

男性 （154） 37.7 18.2 24.0 0.6 22.7 28.6 18.2 13.0 21.4 1.3 17.5 5.2

女性 （307） 41.0 14.3 31.6 1.0 23.1 30.0 16.0 19.5 32.2 0.3 9.4 6.5

20～29歳 （7） 0.0 28.6 14.3 0.0 28.6 42.9 0.0 14.3 0.0 0.0 28.6 14.3

30～39歳 （23） 52.2 17.4 30.4 4.3 30.4 47.8 21.7 21.7 39.1 0.0 8.7 0.0

40～49歳 （51） 29.4 17.6 23.5 2.0 25.5 31.4 15.7 15.7 29.4 0.0 17.6 7.8

50～59歳 （90） 46.7 21.1 31.1 0.0 27.8 27.8 17.8 14.4 30.0 0.0 10.0 2.2

60～64歳 （66） 39.4 21.2 30.3 0.0 24.2 22.7 13.6 15.2 25.8 1.5 16.7 6.1

65～69歳 （95） 30.5 14.7 28.4 1.1 22.1 34.7 20.0 15.8 21.1 2.1 9.5 6.3

70～74歳 （116） 43.1 8.6 31.9 0.9 17.2 25.9 18.1 22.4 31.9 0.0 12.1 7.8

75歳以上 （20） 55.0 0.0 20.0 0.0 20.0 20.0 10.0 25.0 45.0 0.0 5.0 15.0

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%

➣ 先進事例などを情報収集して、モデル地区のような組織づくり 

をしてみると良いと思います 

➣ いざという時を想定し、災害時などにおいて、町内会や地区の間 

で協力連携体制を検討しては、どうでしょうか 

➣ 一人暮らしなので、買い物支援をして欲しいです 

➣ ご近所付き合いが希薄化しつつあるため、いざ災害の時に声掛 

けしてもらえるのだろうか、不安です 

➣ 高齢者世帯で、冬に家から道路に出るまでの雪かきが大変です 

➣ 身体が動かなくなった時や一人暮らしになった時の対応をど 

うすればいいのか、支えになるようなシステムがあれば将来の 

不安を少しは解消できるかと思います 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 防災意識の高揚 

災害発生時における避難行動や各家庭における備えの指針、

ハザードマップの配布、避難訓練の実施により、防災に関す

る知識の普及や日頃からの防災対策の啓発を進めます。 

全   庁 

２ 
地域防災力の向

上 

自主防災組織の設立に向けた啓発を行うとともに、地域の防

災リーダーとなる防災士の育成に努めます。また、防災資機

材の整備や地区防災マップの作成、地域防災訓練の定期的な

実施等により、地域の防災力の向上を図ります。 

総 務 課 

土木建設課 

農 林 課 

３ 
防災ネットワー

クの構築 

関係機関・団体との連携により防災ネットワークを構築する

とともに、インターネットやＳＮＳを活用した情報伝達体制

の強化に努めます。また、避難行動要支援者名簿の更新等に

より要配慮者の支援に努めます。 

総 務 課 

長寿福祉課 

健康保険課 

社会福祉協議会 

４ 
交通安全・防犯

意識の高揚 

街頭指導や交通安全教室など多様な機会を活用し、交通安全

意識について啓発します。また、高齢者などを狙う悪質商法

や子ども・女性が巻き込まれる事件などを防ぐため、警察や

交通防犯推進隊、消費者相談等と連携し、啓発や相談の充実

に努めます。 

総 務 課 

企 画 課 

長寿福祉課 

健康保険課 

５ 
地域防犯体制の

充実 

防犯パトロールなど見守り体制の強化、子ども見守り隊の活

動を推進し、関係機関との連携による交通安全・防犯活動を

展開します。 

総 務 課 

学校教育課 

長寿福祉課 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 防災訓練などを通じて避難ルートや避難場所の確認をしましょう 

 災害時に支援が必要な人について、個人情報に配慮しながら、地域

の中で情報を共有しましょう 

 地域の防犯活動・交通安全活動に参加しましょう 

学校や警察等と連携し、防災・防犯・交通安全意識の

高揚に努めます。身近な地域での見守りによる災害へ

の備えを進めるとともに、避難行動要支援者名簿の活

用による要配慮者への支援体制の整備、さまざまな手

段での災害時の情報伝達体制の強化に努めます。 



 

29 

基本施策４ 自分事と考え、支え合いの心を育もう 

 

 

人口減少が進む中、これまで以上に住民誰もが担い手意識を持ち、地域福祉活動を進め

ることが必要です。福祉について自分事と考え、地域に関心を持って地域福祉に関わる人

を増やすために、それぞれの年代に対する福祉教育・情報発信による意識啓発が重要とな

っています。 

 地域の支え合いで、特に必要だと思うこと 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

 

 

  

➣ 認知症など徘徊の危険性がある人の発見に有効 

な手段として、ＱＲ（二次元）コード付きの安 

心見守りシールの存在をもっと多くの人に知っ 

ていただけるように普及活動をして欲しいです 

➣ 相談窓口の充実と各課の連携を図ってほしい 

現状と課題 

（n）

住

民

自

ら

進

ん

で

日

頃

か

ら

相

互

の

つ

な

が

り

を

持

つ

よ

う

に

心

が

け

る

こ

と

区
、

町

内

会

ま

た

は

自

治

会

が

中

心

と

な
っ

て

住

民

相

互

の

交

流

活

動

を

積

極

的

に

進

め

る

こ

と

ボ

ラ

ン

テ
ィ

ア

や

Ｎ

Ｐ

Ｏ

（

民

間

非

営

利

組

織
）

団

体

の

活

動

を

盛

ん

に

す

る

こ

と

地

区

公

民

館

の

地

域

活

動

の

機

能

を

強

化

す

る

こ

と

行

政
、

社

会

福

祉

協

議

会
、

事

業

者
、

ボ

ラ

ン

テ
ィ

ア

・

Ｎ

Ｐ

Ｏ

と

住

民

組

織

と

の

連

携

を

進

め

る

こ

と

行

政

や

社

会

福

祉

協

議

会

に

よ

る

地

域

福

祉

活

動

の

相

談

窓

口

を

充

実

さ

せ

る

こ

と

そ

の

他

特

に

必

要

と

は

思

わ

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 （475） 48.2 38.9 9.5 15.4 19.6 26.9 2.3 8.6 7.6

男性 （154） 49.4 42.9 13.0 18.2 17.5 25.3 0.0 10.4 5.2

女性 （307） 47.9 36.8 7.2 14.0 19.9 27.7 3.6 7.8 8.8

20～29歳 （7） 57.1 28.6 14.3 28.6 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0

30～39歳 （23） 30.4 30.4 17.4 17.4 21.7 21.7 4.3 13.0 4.3

40～49歳 （51） 35.3 25.5 11.8 17.6 23.5 33.3 0.0 11.8 3.9

50～59歳 （90） 48.9 45.6 14.4 12.2 26.7 37.8 2.2 3.3 2.2

60～64歳 （66） 47.0 36.4 7.6 10.6 25.8 30.3 4.5 10.6 3.0

65～69歳 （95） 46.3 41.1 9.5 21.1 23.2 26.3 3.2 12.6 3.2

70～74歳 （116） 57.8 39.7 4.3 12.1 6.9 15.5 0.9 6.9 18.1

75歳以上 （20） 45.0 50.0 0.0 30.0 10.0 35.0 0.0 5.0 20.0

年

代

性

別

0%

20%

40%

60%

➣ アンケート調査で少し、福祉の取り組み内容、活動が分かりました 

が、それだけ知られていないのではないかと思います 

➣ 福祉や地域活動には地区の見識の差があるのではないでしょうか 

安心見守りシール 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 福祉意識の向上 

生涯学習活動として、地域福祉に関する講座を充実させま

す。また、若い人も地域づくりに参加できるよう、ワークシ

ョップや参加型講演会などを実施し、住民がより主体的に参

加できる機会の充実に努めます。 

長寿福祉課 

生涯学習課 

２ 啓発活動の充実 

広報紙やパンフレット、ホームページ、ＳＮＳ、ＬＩＮＥな

どさまざまな方法で地域福祉に関する情報発信を行い、周

知・啓発に努めます。 

長寿福祉課 

情報推進課 

３ 福祉教育の推進 

家庭、地域、学校、福祉関係者が協力し、学校授業における

総合学習の時間やＰＴＡ活動などを活用し、手話教室、職場

体験、高齢者との交流等を実施し、福祉教育を推進します。 

長寿福祉課 

学校教育課 

社会福祉協議会 

４ 

認知症・障がい

に対する理解の

促進 

認知症に関する正しい理解を普及し、地域ぐるみで見守るこ

とができるよう、認知症の理解に関する普及啓発に努めま

す。また、社会福祉協議会と連携し、認知症サポーターボラ

ンティアの活躍の場の拡大を図ります。障がい者週間や福祉

のつどい等を町の広報やケーブルテレビを活用し、認知症や

障がいに関する福祉への理解や協力を呼びかけます。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

５ 
健康・医療体制

の充実 

住民が適切な生活習慣を実践し、健康寿命延伸につなげるこ

とができるよう、医療機関や関係機関との連携強化により取

り組みます。また、地域の医療と介護の専門職を中心とした

多職種間（あじさい会）との連携や、住民の理解を深める活

動（出前講座、医療資源マップ作りなど）を実施し在宅療養

の体制を整えていきます。 

長寿福祉課 

健康保険課 

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 研修会や講座に参加して、地域福祉に関する理解を深めましょう 

 近所の人と誘い合って、地域の行事などに参加し、地域に関心を持

ちましょう 

 学習や交流を通して、障がいのある人や認知症の人への理解を深

め、誰もが互いに認め合える地域をつくりましょう 

子どもの頃からの福祉教育、幅広い世代に向けた講座

の実施などを通して、福祉の意識を育み、より興味を

持ってもらえるよう幅広い情報発信により普及・啓発

に取り組みます。 
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基本目標２ 安心して暮らせる地域づくり 

 

基本施策１ 包括的な相談体制を構築しよう 

 

 

悩みや不安についての相談先では家族や友人が大半を占めており、複合的な生活課題や

制度運用の狭間の問題など、多様化・複雑化する地域の課題に対応するため、全ての分野

を超えた包括的な相談体制の整備が求められます。困りごとを抱え込み、支援につながら

ない人が出ないよう、気軽に相談できる相手や窓口の充実、相談方法等の周知が必要です。 

 悩みや不安についての相談先 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

（n）

家

族

・

親

戚

友

人

・

知

人

近

所

の

人

職

場

の

人

町

の

相

談

窓

口

社

会

福

祉

協

議

会

民

生

委

員

・

児

童

委

員

医

師

・

保

健

師

・

看

護

師 ホ
ー

ム

ヘ

ル

パ
ー

・

ケ

ア

マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー

イ

ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

の

相

談

サ

イ

ト

そ

の

他

誰

に

相

談

し

た

ら

い

い

か

わ

か

ら

な

い

相

談

し

よ

う

と

は

思

わ

な

い

相

談

で

き

る

人

が

い

な

い 不

明

・

無

回

答

全体 （475） 70.3 42.5 8.6 16.2 2.5 1.9 1.9 12.6 4.6 1.1 1.3 2.1 5.3 4.0 6.5

男性 （154） 60.4 32.5 5.2 14.3 3.2 2.6 1.3 9.1 4.5 1.9 1.9 2.6 9.7 6.5 5.2

女性 （307） 76.2 47.9 10.1 17.9 2.3 1.6 2.3 14.7 4.2 0.7 1.0 1.3 3.3 2.6 6.8

20～29歳 （7） 42.9 42.9 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3

30～39歳 （23） 82.6 34.8 4.3 30.4 8.7 4.3 4.3 13.0 0.0 0.0 8.7 0.0 13.0 0.0 0.0

40～49歳 （51） 58.8 39.2 2.0 39.2 2.0 3.9 3.9 9.8 2.0 2.0 0.0 7.8 7.8 5.9 5.9

50～59歳 （90） 74.4 41.1 1.1 28.9 2.2 3.3 2.2 10.0 5.6 3.3 2.2 3.3 5.6 3.3 2.2

60～64歳 （66） 78.8 54.5 12.1 21.2 4.5 0.0 0.0 13.6 6.1 0.0 0.0 0.0 4.5 1.5 1.5

65～69歳 （95） 71.6 47.4 14.7 6.3 3.2 3.2 1.1 14.7 7.4 0.0 2.1 0.0 4.2 3.2 7.4

70～74歳 （116） 67.2 37.1 9.5 1.7 0.9 0.0 1.7 12.9 3.4 0.0 0.0 0.9 4.3 7.8 11.2

75歳以上 （20） 70.0 35.0 25.0 0.0 0.0 0.0 5.0 25.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 15.0

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%

80%

基本目標２ 安心して暮らせる地域づくり 

現状と課題 

➣ 相談窓口の人（相談を受ける側の人）のフォローを強化するよう 

なサポート教育体制を設け、その場で解決しなかった問題に対 

して適切な相談先へつなげられるように検討してほしいと思い 

ます 

➣ 若い母親が子育てに悩み、家庭環境の変化に悩んだ末に虐待にな 

らないような、誰もが集える施設（カフェ）が欲しいです 

➣ 行政の、どの窓口で相談すればよいか分かりづらいです 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
身近な相談体制

の充実 

プライバシーに配慮しつつ、それぞれの地域において、民生

委員・児童委員等による身近な相談を推進します。また、地

域の集いの場や子育てグループなど、住民同士で関わりなが

ら相談できる体制づくりを促進します。 

長寿福祉課 

健康保険課 

社会福祉協議会 

２ 
相談窓口等の情

報提供 

子育て支援室や高齢者支援センターなど包括的な相談窓口

の周知を図ります。 

長寿福祉課 

健康保険課 

３ 
総合的な相談体

制づくり 

複合的な課題に対応するため、庁内での連携を強化するとと

もに、適切な支援につなげます。社会福祉協議会や相談支援

事業所の相談窓口と連携し、包括的に支援する体制づくりに

取り組みます。 

総 務 課 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

社会福祉協議会 

４ 
専門的な相談の

実施 

心のケア専門家等による対面式の個別相談を実施し、自殺予

防対策に取り組みます。また、ひきこもり・不登校や虐待・

ＤＶ等のさまざまな相談に専門の相談員が応じます。 

総 務 課 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

社会福祉協議会 

５ 
生活困窮者等へ

の支援 

地域のさまざまな機関と連携し、生活困窮者を早期に発見す

るとともに、相談支援や就労等への支援を行います。また、

子どもの貧困やヤングケアラーの発見及び支援につなげる

取り組みを進めます。 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 民生委員・児童委員や地区の人など相談しやすい人に相談しまし

ょう 

 身近な地域で困っている人がいたら、民生委員・児童委員などにつ

なげましょう（共有や地域ぐるみでの体制） 

 困ったことがあった時にすぐに相談できるよう、普段から相談窓

口の情報を収集しておきましょう 

気軽に相談できるよう、身近な相談体制の充実や相談

窓口の周知を行います。また、庁内での横断的な支援

体制の構築に努めるとともに、関係機関との連携を強

化し、適切な支援につながるよう包括的な相談支援体

制の整備を図ります。 
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基本施策２ 福祉サービスの充実と適切な利用を進めよう 

 

 

町の福祉サービスや制度に関する情報の入手先について、町広報誌や町の発行する小冊

子の割合が多く、年齢が上がるにつれて、家族・親戚から近所の人の割合が多くなってい

ます。 

支援や福祉サービスについての情報が支援を必要とする人へ届かず、支援につながって

いない可能性もあり、必要な人が必要な情報を得られるよう、さまざまな方法での情報発

信が求められます。また、適切な福祉サービスの利用につながるよう、サービスの充実や

利用への支援が必要です。 

 福祉サービスや制度に関する情報の入手先 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

（n）

家

族

・

親

戚

友

人

・

知

人

近

所

の

人

職

場

の

人

町

役

場

の

窓

口

町

高

齢

者

支

援

セ

ン

タ
ー

町

広

報

誌

や

町

の

発

行

す

る

小

冊

子

町

の

ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ

社

会

福

祉

協

議

会

民

生

委

員

・

児

童

委

員

医

師

・

保

健

師

・

看

護

師

ホ
ー

ム

ヘ

ル

パ
ー

･

ケ

ア

マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー

・

相

談

支

援

専

門

員

病

院

や

社

会

福

祉

法

人

の

相

談

支

援

事

業

所
（

障

が

い

者
）

Ｎ

Ｐ

Ｏ

・

ボ

ラ

ン

テ
ィ

ア

等

の

民

間

福

祉

団

体

そ

の

他

ど

こ

で

入

手

す

れ

ば

よ

い

の

か

わ

か

ら

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 （475） 17.3 16.6 9.5 6.1 15.8 2.7 55.2 14.7 3.6 4.6 5.5 9.9 5.1 1.1 0.6 10.7 4.8

男性 （154） 20.8 13.0 10.4 5.8 20.8 1.3 50.6 19.5 6.5 2.6 5.8 7.8 8.4 0.6 1.3 12.3 2.6

女性 （307） 15.3 18.6 9.4 6.5 13.0 3.6 59.0 12.1 2.3 5.9 5.5 10.7 3.6 1.3 0.3 9.1 5.5

20～29歳 （7） 42.9 14.3 0.0 0.0 14.3 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

30～39歳 （23） 17.4 4.3 4.3 17.4 17.4 4.3 65.2 26.1 13.0 0.0 13.0 0.0 17.4 0.0 0.0 4.3 4.3

40～49歳 （51） 23.5 9.8 5.9 15.7 7.8 5.9 37.3 21.6 2.0 2.0 3.9 3.9 7.8 0.0 0.0 23.5 3.9

50～59歳 （90） 22.2 13.3 5.6 6.7 16.7 2.2 56.7 24.4 5.6 0.0 4.4 13.3 5.6 1.1 0.0 12.2 1.1

60～64歳 （66） 18.2 13.6 7.6 9.1 27.3 1.5 56.1 19.7 3.0 3.0 10.6 9.1 4.5 1.5 1.5 7.6 1.5

65～69歳 （95） 9.5 21.1 9.5 4.2 13.7 3.2 55.8 11.6 3.2 8.4 7.4 15.8 2.1 0.0 2.1 11.6 6.3

70～74歳 （116） 14.7 20.7 13.8 0.9 12.1 2.6 62.9 4.3 1.7 8.6 2.6 8.6 5.2 0.9 0.0 6.9 6.9

75歳以上 （20） 20.0 25.0 30.0 0.0 25.0 0.0 45.0 5.0 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 10.0 10.0

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%

現状と課題 

➣ 中能登町は福祉サービスの充実をアピールできることが多いと 

思いますので、定期的なお知らせを多くの人にも発信できるよ 

うなＳＮＳの活用を期待します 

➣ 福祉サービスの利用申し込み方法などが分からず自宅にいる人がいる 

➣ 広報誌だけでなくＳＮＳで情報提供があればいいと思います 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
福祉サービスの

充実 

地域住民が安心して生活できるよう、住民のニーズを把握す

るとともに、高齢者福祉・障がい者福祉・子育て支援の各施

策により、福祉サービスを推進し、充実を図ります。 

長寿福祉課 

健康保険課 

２ 
生活を支える地

域資源の充実 

福祉サービスの向上には、行政はもとより福祉事業者の意識

向上や透明性の高い経営姿勢が重要となるため、サービス利

用者が自らサービスを選択できるように事業者の情報開示

を積極的に進める。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

３ 情報提供の充実 

広報紙やホームページ、ＳＮＳ等を活用した情報提供の充実

を図るとともに、高齢者が集う場所などにおける福祉情報の

提供に努めます。 

長寿福祉課 

健康保険課 

情報推進課 

４ 
権利擁護体制の

充実 

認知症高齢者や障がい者等、判断能力が十分でない方が地域

で自立した生活を送ることができるよう、社会福祉協議会が

実施する日常生活自立支援事業について、周知及び定着を図

ります。 

社会福祉協議会 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 行政や事業所の相談窓口を有効的に活用しましょう 

 ＳＮＳ等インターネットを活用して地域情報を発信しましょう 

 福祉サービスや支援内容を把握し、地域で情報共有しましょう 

福祉サービスの適切な提供体制を強化するため、ニー

ズに応じた福祉サービスの充実に努めるとともに、事

業者等と連携し、利用のための相談支援に取り組みま

す。また、さまざまな方法による情報提供体制の充実

に努めます。 
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基本施策３ 安心して暮らせる環境を整備しよう 

 

 

町全体で地域福祉を進めるために、重点的に取り組むのが良いと思うものについて、高

齢者になっても、在宅生活が続けられるサービスの充実の割合が多く、若い世代では、地

域における相談窓口の充実の割合が多くなっています。 

誰もが自分らしく安心して暮らし続けられるよう、サービスや窓口の充実はもちろん、

施設等ハード面の整備を進めるとともに、それぞれの人に配慮した支援、地域の相互理解

が必要です。 

 町全体で地域福祉を進めるために、重点的に取り組むべきこと 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

（n）

地

域

に

お

け

る

保

障

や

福

祉

に

関

す

る

活

動

の

中

心

と

な

る

人

材

の

育

成

地

域

に

お

け

る

相

談

窓

口

の

充

実

高

齢

者

に

な
っ

て

も
、

在

宅

生

活

が

続

け

ら

れ

る

サ
ー

ビ

ス

の

充

実

障

が

い

者

に

な
っ

て

も
、

在

宅

生

活

が

続

け

ら

れ

る

サ
ー

ビ

ス

の

充

実

保

健

福

祉

に

関

す

る

情

報

提

供

や

案

内

の

充

実

社

会

福

祉

活

動

へ

の

理

解

を

深

め
、

参

加

を

促

す

福

祉

教

育

の

充

実

ボ

ラ

ン

テ
ィ

ア

な

ど

の

地

域

活

動

参

加

の

支

援

や

拠

点

の

整

備

高

齢

者

の

た

め

の

施

設

の

整

備

障

が

い

者

の

た

め

の

施

設

の

整

備

公

共

の

場

の

バ

リ

ア

フ

リ
ー

化

そ

の

他

不

明

・

無

回

答

全体 （475） 31.2 33.7 66.1 24.0 22.5 9.1 9.7 33.7 8.6 11.2 0.8 4.0

男性 （154） 32.5 34.4 67.5 29.2 14.3 8.4 10.4 34.4 13.6 9.1 0.6 3.9

女性 （307） 30.9 33.6 66.8 22.1 26.1 9.4 9.1 33.2 6.2 12.7 1.0 3.3

20～29歳 （7） 28.6 57.1 57.1 14.3 14.3 28.6 28.6 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0

30～39歳 （23） 34.8 52.2 34.8 21.7 30.4 13.0 8.7 30.4 21.7 26.1 0.0 4.3

40～49歳 （51） 25.5 29.4 56.9 25.5 31.4 7.8 11.8 37.3 9.8 17.6 0.0 3.9

50～59歳 （90） 30.0 38.9 73.3 32.2 15.6 6.7 8.9 43.3 8.9 10.0 2.2 1.1

60～64歳 （66） 33.3 31.8 56.1 13.6 34.8 15.2 7.6 39.4 4.5 7.6 0.0 1.5

65～69歳 （95） 35.8 32.6 69.5 23.2 20.0 5.3 16.8 29.5 9.5 11.6 0.0 4.2

70～74歳 （116） 31.9 28.4 75.9 26.7 19.0 10.3 3.4 28.4 7.8 7.8 0.9 5.2

75歳以上 （20） 15.0 30.0 65.0 15.0 15.0 5.0 15.0 20.0 5.0 10.0 5.0 15.0

年

代

性

別

0%

20%

40%

60%

80%

➣ 家族による送り迎えができないなど、自身で外出できない高齢者が 

増えているので、送迎バスなど移動支援を強化して欲しいです 

➣ 運転免許証返納後の通院や買い物が不安です 

➣ 高齢者のための施設整備が必要だと思います 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 施設環境の整備 
誰もが利用しやすい施設となるよう、バリアフリーやユニバ

ーサルデザインを取り入れた施設の改修を推進します。 

総 務 課 

企 画 課 

学校教育課 

生涯学習課 

２ 
施設の有効活用

と連携 

町有施設・地区集会所の有効活用を進めるとともに、地区間

の連携や交流の拠点として活用します。 

長寿福祉課 

健康保険課 

社会福祉協議会 

３ 移動手段の確保 

デマンドタクシーやおりひめバス（中能登町コニュニティバ

ス）の快適かつ効果的な運行により、利便性の向上を図ると

ともに、高齢者などの交通弱者の移動が困難な人に向けた取

り組みを進めます。 

企 画 課 

長寿福祉課 

４ 住宅等の支援 

生活困窮者や高齢者、障がいのある人、子育て家庭等、住ま

い・日常生活の支援を必要としている人に対して、住宅の確

保や関係機関との調整を行います。 

長寿福祉課 

健康保険課 

土木建設課 

５ 就労への支援 

高齢者や障がいのある人、ひとり親家庭などの就労に困難を

抱えている人について、ハローワーク等関係機関との連携に

より就労支援を行います。 

長寿福祉課 

健康保険課 

６ 再犯防止の推進 

七尾鹿島保護区保護司会の普及啓発活動などを通して、更生

保護への理解促進と再犯防止に取り組みます。また、就労支

援等社会復帰に向けた支援に努めます。 

総 務 課 

長寿福祉課 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 バリアフリー等が未整備の場所や施設では、支援が必要な人に対

する声かけや手助けを行いましょう 

 地域で暮らすさまざまな人と交流し、相互理解を深め、心のバリア

フリーを進めましょう 

 自分が知っている情報を地域の中で共有しましょう 

高齢者や障がいのある人、子どもなどすべての人が利

用しやすい施設等の整備を進めるとともに、地域で生

活する上で困難を抱える人への支援として、移動支援

や住宅支援、再犯防止の支援を行います。 
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基本目標３ 支援につながる体制づくり 

 

基本施策１ みんなが気軽に参加できる活動を広めよう 

 

 

地域活動に感じる課題について、「参加者が高齢化している（若年層の参加が少ない）」、

「参加者がいつも同じである」、「活動に対して住民の関心が低い」と感じる割合が多くな

っています。また、参加しない理由として、「忙しくて余裕がない」、「興味がない」、「趣味

や余暇活動を優先したい」という声があり、参加したいと思える活動内容の充実とより気

軽に参加できる活動の促進が求められます。 

 地域活動に参加して感じた課題 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標３ 支援につながる体制づくり 

現状と課題 

（n）

参

加

者

が

高

齢

化

し

て

い

る

（

若

年

層

の

参

加

が

少

な

い
）

参

加

者

が

い

つ

も

同

じ

で

あ

る

活

動

に

対

し

て

住

民

の

関

心

が

低

い

個

人

情

報

の

問

題

で

活

動

に

支

障

が

出

る

活

動

の

た

め

の

資

金

が

十

分

で

な

い

活

動

の

た

め

の

場

所

や

拠

点

が

な

い

活

動

の

た

め

の

情

報

が

十

分

で

な

い

そ

の

他

特

に

問

題

は

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 （280） 50.4 41.1 17.9 2.5 4.6 1.4 3.6 1.4 8.9 27.9

男性 （99） 46.5 40.4 13.1 2.0 6.1 2.0 3.0 3.0 8.1 34.3

女性 （178） 52.8 41.0 20.8 2.8 3.9 1.1 3.9 0.6 9.6 24.2

20～29歳 （3） 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3

30～39歳 （8） 37.5 37.5 25.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 25.0 12.5

40～49歳 （15） 53.3 33.3 13.3 0.0 6.7 0.0 6.7 0.0 26.7 13.3

50～59歳 （52） 69.2 38.5 19.2 3.8 7.7 1.9 5.8 5.8 7.7 15.4

60～64歳 （40） 50.0 35.0 22.5 2.5 10.0 0.0 0.0 0.0 10.0 32.5

65～69歳 （62） 50.0 41.9 16.1 1.6 1.6 3.2 3.2 1.6 9.7 25.8

70～74歳 （84） 41.7 47.6 17.9 3.6 2.4 0.0 3.6 0.0 6.0 34.5

75歳以上 （13） 46.2 30.8 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 53.8

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%
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 地域活動にまったく参加していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

（n）

忙

し

く

て

余

裕

が

な

い

趣

味

や

余

暇

活

動

を

優

先

し

た

い

体

が

弱

い
、

病

気

が

ち

障

が

い

が

あ

る

病

人

や

高

齢

者

等

家

族

の

世

話

を

し

て

い

る

必

要

な

知

識

や

技

術

が

な

い

ど

こ

で

活

動

し

て

い

る

の

か

分

か

ら

な

い

一

緒

に

参

加

し

て

く

れ

る

人

が

い

な

い

興

味

が

な

い

そ

の

他

不

明

・

無

回

答

全体 （180） 36.7 21.7 15.0 12.8 6.7 9.4 16.1 8.9 29.4 10.0 1.7

男性 （52） 32.7 25.0 17.3 25.0 5.8 9.6 11.5 5.8 30.8 7.7 1.9

女性 （118） 39.0 22.0 14.4 7.6 6.8 9.3 18.6 8.5 28.0 11.0 1.7

20～29歳 （4） 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 25.0 25.0 0.0 0.0

30～39歳 （15） 40.0 20.0 6.7 33.3 0.0 20.0 6.7 20.0 33.3 6.7 6.7

40～49歳 （34） 44.1 26.5 8.8 8.8 2.9 8.8 14.7 5.9 32.4 2.9 0.0

50～59歳 （38） 52.6 28.9 10.5 7.9 7.9 5.3 13.2 5.3 34.2 15.8 0.0

60～64歳 （24） 25.0 20.8 20.8 8.3 12.5 4.2 33.3 8.3 29.2 8.3 0.0

65～69歳 （29） 20.7 17.2 17.2 6.9 6.9 3.4 17.2 10.3 27.6 13.8 6.9

70～74歳 （28） 28.6 17.9 25.0 21.4 10.7 17.9 10.7 7.1 21.4 14.3 0.0

75歳以上 （5） 0.0 0.0 40.0 40.0 0.0 40.0 0.0 20.0 40.0 0.0 0.0

性

別

年

代

0%

10%

20%

30%

40%

➣ 高齢化が進めば憩いの場が減ってしまうので、人が気軽に集ま 

れる方法を検討して欲しいです 

➣ 地区ごとに若年層が参加しやすい地域活動の検討をお願いして 

はどうでしょうか、地域福祉の活性化につながると思います 

➣ 地域活動のメンバーが固定されて、若者の参加が少ない 

➣ 参加するのはいいが、今後も進んで地域活動に参加することに 

は抵抗がある 

➣ ボランティア活動がある事は知っているが、どのように参加す 

れば良いか分かりにくい 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
地域福祉活動の

普及・啓発 

町や社会福祉協議会の広報紙、ホームページ等を活用し、ボ

ランティア活動や地域福祉活動への参加を呼びかけます。ま

た、全年齢対象の啓発事業や町内の社会福祉法人の職員が講

師となり「ふくし出前講座」を実施し、町内の各学校及びサ

ロンや各種団体向けに開催する活動の普及・啓発に努めま

す。 

社会福祉協議会 

２ 
ボランティアセ

ンターとの連携 

社会福祉協議会に設置されているボランティアセンターと

の連携により、ボランティア活動に意欲のある住民・団体な

どのボランティア登録を促進し、ボランティアをしたい人と

支援が必要な人の調整など、コーディネート機能の充実を図

ります。また、新たに有償ボランティア等を検討します。 

社会福祉協議会 

３ 
老人クラブ活動

への支援 

高齢者の生きがいと健康づくりに向けて、老人クラブへの加

入促進と活発な活動への支援を行います。 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

４ 
多様な主体の参

加促進 

社会福祉協議会と連携し、社会福祉法人による地域での公益

的な取り組みや寄付・共同募金等の周知・啓発を図ります。 
社会福祉協議会 

５ 
子育て家庭への

支援 

子育て支援室で開催している、「ａｌｋｕあるく」では子育

ての相談等もできます。今後も、子育て中のご家族に寄り添

える場所として、活動していきます。 

健康保険課 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 地域の清掃や行事の手伝いなど、身近にできるボランティア活動

から取り組みましょう 

 近所の人と声をかけ合って参加しましょう 

 自分が参加したボランティア活動を地域の中で情報発信していき

ましょう 

ボランティア活動の啓発事業やさまざまな手段による

情報発信により、活動への参画を促進します。また、

参加してみようと思ってもらえるためのしくみづくり

に努めます。 
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基本施策２ 地域を支える人材を育成しよう 

 

 

人口減少、高齢化が進んでおり、今後も地域における担い手不足が懸念されます。日頃

から、身近な地域での助け合い・支え合いの人材とあわせ、多様な場でそれぞれが担い手

となって地域で活躍できるような機会や場づくりが必要です。 

 地域で困っている世帯があったときに対応できること 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

  

現状と課題 

（n）

安

否

確

認

の

声

か

け

料

理
、

掃

除
、

洗

濯

物

の

手

伝

い

通

院

の

送

迎

や

外

出

の

手

助

け

子

ど

も

預

か

り

話

し

相

手

・

相

談

相

手

災

害

時

の

手

助

け

ゴ

ミ

出

し

買

い

物

雪

か

き

そ

の

他

特

に

な

い

不

明

・

無

回

答

全体 （475） 68.0 4.8 11.6 1.9 28.8 26.7 20.8 16.2 19.4 1.1 8.6 4.4

男性 （154） 56.5 1.9 14.3 1.3 20.8 33.8 17.5 9.1 29.9 1.9 11.0 3.9

女性 （307） 73.6 6.5 10.4 2.0 33.2 23.1 22.8 19.2 14.0 0.7 7.2 4.6

20～29歳 （7） 42.9 14.3 14.3 14.3 42.9 28.6 14.3 0.0 28.6 0.0 14.3 0.0

30～39歳 （23） 69.6 8.7 0.0 0.0 30.4 21.7 21.7 8.7 30.4 0.0 8.7 0.0

40～49歳 （51） 52.9 2.0 5.9 2.0 25.5 41.2 15.7 13.7 21.6 0.0 15.7 3.9

50～59歳 （90） 70.0 3.3 8.9 1.1 25.6 37.8 18.9 21.1 31.1 1.1 7.8 0.0

60～64歳 （66） 68.2 7.6 9.1 1.5 30.3 31.8 18.2 19.7 10.6 3.0 9.1 6.1

65～69歳 （95） 71.6 4.2 14.7 4.2 27.4 22.1 25.3 14.7 21.1 1.1 6.3 4.2

70～74歳 （116） 69.0 5.2 17.2 0.0 31.0 15.5 25.9 16.4 7.8 0.9 8.6 6.0

75歳以上 （20） 75.0 5.0 10.0 5.0 40.0 10.0 10.0 0.0 25.0 0.0 5.0 15.0

性

別

年

代

0%

20%

40%

60%

80%

➣ 学校と地域を結び付けるコーディネーターのような人材発掘を 

行って欲しいです 

➣ 若者が地域を知る機会が少なくなっている事から、地域コミニ 

ュテイに参加してほしいです 

➣ 少子高齢化とコロナ禍でのご近所付合いが希薄化し、地域の行事 

も簡略化しています 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
講座や体験事業

の充実 

ボランティア活動への参加のきっかけづくりとなる出前講

座や体験事業などをより一層充実させます。また、住民が自

分に合った活動を選択して参加できる機会をつくります。 

生涯学習課 

社会福祉協議会 

２ 
地域リーダーの

意識づくり 

意欲的にふれあいサロン活動を実施している人、各地区の区

長、民生委員・児童委員への研修の実施、地域住民への意識

啓発等により、地域福祉を推進する地域リーダーの育成に取

り組みます。 

社会福祉協議会 

３ 
高齢者などの福

祉活動の促進 

高齢者などが経験や知識を地域の福祉活動に活かすことは、

生きがいにもつながるため、地域福祉活動への参加を呼びか

けます。コニュニティスクール事業を推進し、子どもたちと

地域のつながりを維持し、高齢者の生きがい活動につなげま

す。 

長寿福祉課 

学校教育課 

４ 

地域の人材を活

かす仕組みづく

り 

地域で母子が健やかに過ごせるよう、身近な相談役として、

積極的にサポートしていきます。また、育児や介護の経験者、

高齢者など、さまざまな人材が地域で活躍できるしくみづく

りを行います。 

長寿福祉課 

健康保険課 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 講座や体験事業などに参加してみましょう 

 新しい担い手となる人やリーダーを地域の中で育成しましょう 

 地域のリーダーとなる人を積極的にサポートしましょう 

 地域のリーダーを中心とした情報共有の場をつくりましょう 

 地域の後進の育成に取組みましょう 

新たな地域の人材育成や地域のリーダーとなる人の意

識づくりを進めるため、講座や研修を実施します。ま

た、地域においてさまざまな人材が経験や知識を活か

して活躍できるしくみづくりに取り組みます。 
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基本施策３ 連携・協働して取り組もう 

 

 

地域福祉に関係する団体はさまざまありますが、互いの活動状況やどのような団体があ

るかの把握、連携が図れていないケースも見受けられます。町全体で地域福祉を推進する

ために、住民や地域の団体、行政、関係機関等による地域福祉を推進していく上での認識

の共有や連携体制の構築が必要となっています。 

 地域の福祉課題に対応するための考え 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会やアンケート自由回答での意見 

 

 

 

 

 

 

  

全体 （n=475）

男性 （n=154）

女性 （n=307）

20～29歳 （n=7）

30～39歳 （n=23）

40～49歳 （n=51）

50～59歳 （n=90）

60～64歳 （n=66）

65～69歳 （n=95）

70～74歳 （n=116）

75歳以上 （n=20）

24.0 

20.1 

25.4 

42.9 

26.1 

17.6 

21.1 

24.2 

27.4 

24.1 

20.0 

10.5 

13.6 

9.1 

42.9 

8.7 

13.7 

10.0 

9.1 

5.3 

12.9 

15.0 

24.4 

26.0 

24.8 

14.3 

26.1 

23.5 

26.7 

21.2 

28.4 

20.7 

40.0 

33.5 

35.1 

32.6 

34.8 

37.3 

40.0 

42.4 

29.5 

31.9 

7.6 

5.2 

8.1 

4.3 

7.8 

2.2 

3.0 

9.5 

10.3 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当事者の家族や親戚の助け合いを軸として実施するのがよい

ご近所や近隣の助け合いを軸として実施するのがよい

区、町内会または自治会が主体となって実施するのがよい

行政が主体となって実施するのがよい

不明・無回答

現状と課題 

➣ 地域住民自身が、地域の特性を把握する事が大切です。その一例 

として、住民が参加しての地域見守りマップの作成は有効な手 

段であると思います 

➣ 今後、過疎化が進み高齢者世帯が増加することから、共に支え合 

う地域福祉活動が求められ、少しずつでも住民一人ひとりに福 

祉活動が浸透するようにして欲しいです 
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 取り組み 内容 担当課 

１ 
団体間の連携強

化 

ボランティアやサークル、福祉団体など、地域で活動してい

るさまざまな団体が連携できるよう、交流の場づくりを推進

します。 

総 務 課 

長寿福祉課 

社会福祉協議会 

２ 
活動の情報共有

の推進 

他地区や他団体の活動を知ることは、事業の連携や活性化に

つながるため、各種団体の活動について、相互に情報提供が

図れるよう支援を行います。 

総 務 課 

長寿福祉課 

健康保険課 

社会福祉協議会 

３ 
総合的な支援体

制の構築 

関係機関と社会福祉協議会との双方の機能を活かし、身近な

地域における保健・医療・福祉・教育間の連携・協力体制を

強化します。 

長寿福祉課 

健康保険課 

学校教育課 

４ 
福祉以外の分野

との連携 

様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的と

して福祉以外の分野（商工、農林、土木、防犯・防災、社会

教育、環境、交通等）とも必要に応じて連携を図ります。 

関 係 課 

（関係機関） 

  

取り組み 

住民・地域 

の取り組み 

行政 

の取り組み 

こんなことに取り組んでみましょう！ 

 活動について口コミで広げ、仲間づくりをしましょう 

 団体同士の活動発表の場や協議の場を持ちましょう 

 地域の身近なつながりや関わりのある活動等を通じて、住民同士や

団体間での交流や連携につなげましょう 

地域福祉の円滑な推進に向け、地域の団体同士の連携

を促進します。また、保健・医療・福祉の連携体制の強

化だけでなく、福祉以外の分野とも、多分野・多機関

による地域福祉推進のネットワークを構築します。 
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１ 計画策定にあたって 

（１）計画策定の背景と趣旨 

成年後見制度は、認知症、知的障がいその他の精神上の障がいがあることにより、財産

の管理や日常生活等に支障がある人たちを支える重要な手段であるにも関わらず、まだ十

分に利用されていないのが現状です。 

平成 28年５月には「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行され、国ではこれ

までの取り組みと、さらにノーマライゼーション、自己決定権の尊重、身上保護の重視に

向けた制度理念の尊重を図ることとされました。 

また、国では、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 12 条第１項の規定に基づき、

平成 29年３月に成年後見制度利用促進基本計画を定めました。計画のポイントとして、利

用者がメリットを実感できる制度・運用の改善、権利擁護支援の地域連携ネットワークづ

くり、不正防止の徹底と利用しやすさとの調和等の取り組みが求められています。 

同計画では、市町村の役割として、地域連携ネットワークの整備・中核機関の設立・運

営・相談体制、成年後見制度の利用の促進に関する事項の審議機関の設置等が明記されて

おり、本町では令和４年１月に中核機関を設置しました。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、成年後見制度利用促進法第 14条の第１項に規定する「当該市町村の区域にお

ける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」として位置付けま

す。 

また、成年後見制度は高齢者・障がい者等の年齢、分野を超えた取り組みであることか

ら、「第３次中能登町地域福祉計画」と連携して一体的に策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

成年後見制度利用促進法（抜粋） 

（市町村の講ずる措置） 

第 14 条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町

村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基

本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見制度等実施機関の設立

等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関

して、基本的な事項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定

めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるもの

とする。 
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（３）成年後見制度とは 

成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が不十分な人

が、不動産や預貯金などの財産管理、介護サービス等の契約をすることが困難な場合、本

人に不利益が生じないよう成年後見人等が支援する制度です。制度は大きく分けて、任意

後見制度と法定後見制度の２つがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 後 見 保 佐 補 助 

本人の状態 判断能力が常に欠けている方 判断能力が著しく不十分な方 判断能力が不十分な方 

申立人 本人、配偶者、四親等内の親族、検察官、市町村長等 

援助する人 成年後見人 保佐人 補助人 

申立時の本人同意 不 要 不 要 必 要 

【同意権】 

成年後見人等の同意が必

要な行為 

－ 

民法１３条１項所定の行為及び申

立ての範囲内で家庭裁判所が定

める特定の法律行為 

申立ての範囲内で家庭裁判所が

定める特定の法律行為（民法１３

条１項所定の行為の一部） 

【取消権】 

取消が可能な行為 
日常生活に関する行為以外の行

為 
同 上 同 上 

【代理権】 

成年後見人等に与えられ

る代理権の範囲 

財産に関するすべての法律行為 
申立ての範囲内で家庭裁判所が定める特定の法律

行為 

 任意後見制度 法定後見制度 

成年後見人等の選任 本人が自分で選ぶ 家庭裁判所が選任する 

支援の開始時期 
元気なうちに契約締結。判断能力が不十分にな

った後、任意後見監督人が選任されてから開始 

判断能力が不十分な段階で、成年後見人等が選

任されてから開始 

支援の内容 自分の意思で内容を決める 家庭裁判所が定める範囲で行う 

成年後見人等の権限 取消権がない 取消権がある 

成年後見人等の報酬 本人と受任者間で決める 家庭裁判所が決める 

 

 

 

 

任意後見制度     

「将来の不安に備えたい場合」 

将来、判断能力が不十分になった時に備えて、

「支援してほしい人」に「支援してもらいたい内容」

を決めておき、将来、望んだとおりの支援を受ける

ことができる制度です。 

 

 

 

法定後見制度 

「すでに判断能力が不十分な場合」 

すでに判断能力が不十分なため、自分自身で財

産管理や法律行為を行うことが難しい場合に、家庭

裁判所が適任と思われる援助者（成年後見人・保佐

人・補助人）を選任する制度です。 

成年後見制度 

法定後見制度 
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２ 成年後見制度利用に関する状況等 

（１）成年後見制度利用の状況 

本町での成年後見制度の利用者数は、令和４年 10 月１日現在で、20件となっています。 

 成年後見制度の利用者数（令和４年 10月 1日） 

後見 保佐 補助 任意後見 【合計】 

１５件 ４件 ０件 １件 ２０件 

資料：金沢家庭裁判所 

 

（２）成年後見制度に対する意識 

成年後見制度について知らない人が多く、相談窓口についても知らない人の割合が多く

なっており、制度の周知・啓発が必要です。 

また、制度について詳しく知りたいかどうかについて、今後利用が必要となる可能性の

ある高齢者には特に、「わからない」と回答した人を知りたいと思ってもらえるようにする

必要があります。 

 

 成年後見制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 （n=475）

男性 （n=154）

女性 （n=307）

20～29歳 （n=7）

30～39歳 （n=23）

40～49歳 （n=51）

50～59歳 （n=90）

60～64歳 （n=66）

65～69歳 （n=95）

70～74歳 （n=116）

75歳以上 （n=20）

26.5 

21.4 

29.0 

14.3 

43.5 

27.5 

32.2 

37.9 

26.3 

16.4 

5.0 

28.4 

23.4 

30.9 

28.6 

4.3 

13.7 

25.6 

34.8 

28.4 

34.5 

50.0 

41.1 

51.3 

36.5 

57.1 

52.2 

54.9 

42.2 

24.2 

38.9 

44.8 

35.0 

4.0 

3.9 

3.6 

3.9 

3.0 

6.3 

4.3 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 名前を聞いたことがある 知らない 不明・無回答
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 成年後見制度の相談窓口の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 成年後見制度について詳しく知りたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★策定委員会での意見 

 

  

全体 （n=261）

男性 （n=69）

女性 （n=184）

20～29歳 （n=3）

30～39歳 （n=11）

40～49歳 （n=21）

50～59歳 （n=52）

60～64歳 （n=48）

65～69歳 （n=52）

70～74歳 （n=59）

75歳以上 （n=11）

21.1 

24.6 

20.1 

33.3 

45.5 

33.3 

25.0 

12.5 

15.4 

18.6 

27.3 

35.6 

37.7 

33.7 

33.3 

18.2 

23.8 

36.5 

47.9 

36.5 

35.6 

18.2 

35.6 

33.3 

37.0 

33.3 

36.4 

38.1 

32.7 

31.3 

36.5 

37.3 

45.5 

7.7 

4.3 

9.2 

4.8 

5.8 

8.3 

11.5 

8.5 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

詳しく知りたい いいえ わからない 不明・無回答

全体 （n=261）

男性 （n=69）

女性 （n=184）

20～29歳 （n=3）

30～39歳 （n=11）

40～49歳 （n=21）

50～59歳 （n=52）

60～64歳 （n=48）

65～69歳 （n=52）

70～74歳 （n=59）

75歳以上 （n=11）

19.5 

15.9 

19.6 

33.3 

36.4 

14.3 

21.2 

27.1 

21.2 

8.5 

9.1 

76.6 

81.2 

76.1 

66.7 

63.6 

85.7 

76.9 

70.8 

75.0 

83.1 

81.8 

3.8 

2.9 

4.3 

1.9 

2.1 

3.8 

8.5 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 不明・無回答

0%

➣ 今後も、高齢者世帯や、身寄りのない高齢者・障がい者の一人暮 

らし世帯などが増えていくことが想定されるので、成年後見制 

度の周知啓発が大切ではないかと思います 
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３ 成年後見制度の利用を促進するための取り組み 

 

 

成年後見制度の利用を促進するためには、制度についての正しい理解と利用するメリッ

トを感じてもらうことが重要です。制度についての認知度が低いことからも、周知・啓発

や利用支援により、安心して利用できる環境づくりが必要です。 

また、地域や福祉、行政、司法など多様な分野・主体が連携するしくみを確立し、地域

社会に参加できるよう支援していくことが重要です。 

 

 

 

 取り組み 内容 担当課 

１ 中核機関の強化 

成年後見制度の利用促進を図るため、令和４年１月に設置し

た中核機関の運用を強化し、障がい者・高齢者などの権利擁

護支援に努めます。 

長寿福祉課 

２ 
成年後見制度の

周知・啓発 

成年後見制度についての認知度が低い事から、制度の内容や

利用方法について、広報誌やホームページ、ケーブルテレビ、

ＳＮＳ等を活用した周知・啓発を行います。 

長寿福祉課 

３ 
地域連携ネット

ワークの整備 

地域における福祉・医療・地域の関係者や法律の専門家等が

連携し、権利擁護が必要な人の早期発見・把握、相談支援、

成年後見制度の利用支援を行えるよう、地域連携ネットワー

クを整備します。 

長寿福祉課 

 

 

 

 

  

現状と課題 

取り組み 
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１ 計画策定にあたって 

（１）計画策定の背景と趣旨 

全国の刑法犯の検挙件数は平成 16年以降減少していますが、検挙人員に占める再犯者の

割合（再犯者率）は増加を続けており、犯罪を減らすために、再犯を防止することが重要

な取り組みとして認識されるようになりました。 

平成 28 年 12 月に再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）が公布、

施行され、都道府県及び市町村は、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を踏まえ、

その地域に応じた施策の推進に関する計画を策定し、実施する責務を有することが明記さ

れました。 

国においては、平成 29 年 12 月に「再犯防止推進計画」が策定され、石川県においても

令和２年３月に「石川県再犯防止推進計画」が策定されました。 

このような状況を踏まえ、本町では、住民に身近な行政として、安全で安心して暮らせ

る社会づくりを行うことが求められ、再犯防止のための福祉的支援は地域共生社会に関す

るコンセプトと通じるものがあり、地域福祉計画に包含して策定します。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、再犯防止推進法第８条第１項に基づく地方再犯防止推進計画を包含するもの

であり、国や石川県の再犯防止推進計画の取り組み内容を含めるとともに、他の関連計画

と整合性を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

再犯防止推進法（抜粋） 

第８条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府

県又は市町村における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（事

項において「地方再犯防止推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更した

ときは、遅延なくこれを公表するよう努めなければならない。 
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２ 再犯防止に関する状況等 

（１）犯罪統計データによる状況 

本町の所管である七尾警察署管内における過去４年間（平成 29年から令和２年）の検挙

件数は、平成 29年から令和元年にかけて減少したものの、令和２年は増加に転じています。 

また、犯罪種別でみると、窃盗犯が最も多く、次いで、暴行や傷害などの粗暴犯が多く

なっています。 

 過去４年間の七尾警察署管内及び石川県全ての警察署の犯罪種別検挙件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省名古屋矯正管区提供データから作成 

779 

679 

755 

641 

57 54 41 49 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

窃盗犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）

17 

27 

17 
19 

1 1 
3 2 

0

5

10

15

20

25

30

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

凶悪犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）

凶悪犯 
（殺人、強盗、放火、強姦） 

268 274 

321 

276 

22 14 17 15 

0
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200

250

300

350

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

粗暴犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）

粗暴犯 
（暴行、傷害、脅迫、恐喝など） 

779 

679 

755 

641 

57 54 41 49 

0

100
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平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

窃盗犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）
窃盗犯 

98 
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平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

知能犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）

知能犯 
（詐欺、横領、偽造、汚職、背任など） 

41 
40 

31 

37 

0 

4 
1 1 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

風俗犯

石川県全ての警察署 七尾警察署管内

（人）
風俗犯 

（賭博、わいせつ） 



 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省名古屋矯正管区提供データから作成 

 

（２）再犯者率の状況 

過去４年間（平成 29 年から令和２年）の七尾警察署管内の再犯者数の割合（再犯者率）

は約 44％で、県全体の再犯者数の割合約 52％と比較すると低い水準ではありますが、約

2.3 人に１人が再犯者となっています。 

 過去４年間の再犯者率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省名古屋矯正管区提供データから作成 

  
注１：「再犯者」とは、刑法犯、特別法犯（道路交通法違反を除く。）の別を問わず、 

前科又は前歴を有するものをいう。 

注２：犯行時年齢が 20 歳以上のものを計上している。 
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３ 再犯防止を促進するための取り組み 

 

 

安全・安心な暮らしを実現するためには、犯罪や非行のない地域社会を目指し、出所後

できるだけ早く生活基盤を築いていくことが必要となります。再犯者率が高いことからも

犯罪や非行をした人の更生に理解を深め、こうした人たちが再び社会を構成する一員とな

るよう支援していくことが求められています。 

また、犯罪や非行をした人の中には、社会生活がうまくいかず生活困窮に陥り、再犯に

至る人もおり、加えて、薬物依存症への対策も強化し、円滑な社会復帰を図るためにも、

保護司、社会復帰調整官等と連携した地域社会での継続的な支援に取り組む必要がありま

す。 

 

 

 

 

 取り組み 内容 担当課 

１ 
社会を明るくす

る運動の推進 

保護観察所、保健所、保護区保護司会などと連携を図り、犯

罪や非行防止と犯罪や非行をした人たちの社会更生につい

ての理解を深め、再犯防止に努めるための「社会を明るくす

る運動」などの普及啓発活動を支援します。 

総 務 課 

長寿福祉課 

２ 

保護司に関する

理解の促進と人

材の育成 

七尾鹿島保護区保護司会、鹿島地区更生保護女性会への支援

を実施し、保護司に関する町民の理解・促進を図るとともに、

更生保護ボランティアを育成するための取り組みを支援し

ます。 

長寿福祉課 

３ 人権教育・啓発 

町民一人ひとりの人権尊重の意識を高めるため、学校、地域、

家庭、職場その他のさまざまな場を通じて、人権擁護委員の

協力を得て人権教育・啓発活動を支援します。 

長寿福祉課 

学校教育課 

健康保険課 

４ 
就労支援プログ

ラムの活用 

ハローワークへの同行訪問、就労開始後のフォローなど石川

県が実施する就労支援プログラムを中心に生活保護受給者

への自立支援につなげます。 

長寿福祉課 

（石川県） 

 

★策定委員会での意見 

 

 

 

現状と課題 

取り組み 

➣ 再犯者を受け入れる居場所づくりや就労の場など、地域全体での 

受け入れ環境など課題は多いのではないかと思います 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 
 

 

 

 

 

 

 

 

第３次中能登町地域福祉活動計画 

  



 

 

 

はじめに 

～誰もが安心して生活を送ることができる 

福祉のまちづくりを目指して～ 

 近年、少子高齢化や人口減少が一層進む中、 

生活様式の変化、核家族化等による社会環境の 

変化、多様な価値観等地域社会が変容してきま 

した。これに加え、新型コロナウイルス感染症 

の影響が大きく、中能登町においても地域に 

おけるコミュニケーションや地域活動が停止し、地域力の低下が懸念されております。 

 このような地域社会の変化により、私たちの暮らしにも様々な問題や課題が生じてきて

おり、福祉ニーズはますます複雑・多様化しています。 

 この度、さらなる地域福祉推進のため、令和５年度から５年間を計画期間とした第３次

中能登町地域福祉活動計画を策定しました。この第３次活動計画は、地域住民の誰もが「ふ

だんの くらしの しあわせ」を感じられるよう、地域住民や関係団体、関係機関等が協

力し策定したもので、「地域ぐるみの福祉力」で地域福祉を推進する活動・行動計画であ

ります。 

 地域住民が安全で安心した暮らしを続けていくためには、公的制度の狭間にある生活課

題や複合的な課題の解決に向け、地域住民が互いに助け合い支え合いながら、誰もがその

人らしい生活を送れるような「地域ぐるみの福祉力」を活かした取り組みが求められてい

ます。それには、住民一人ひとりの努力である「自助」、地域の中の助け合いや支え合い

による「互助」、介護保険制度等の制度による相互扶助の「共助」、公的サービスによる

「公助」という４つの「助」を、地域の実情に合った形でバランスよく適切に機能させ、

住民や関係機関、各種団体、行政等が連携を図り、地域福祉を推進していくことが重要と

なります。 

 これからも中能登町社会福祉協議会では地域福祉の推進に向け、住民の皆様と共に職員

一体となって活動計画の取り組みを着実に進めてまいります。地域住民や当事者、民生委

員児童委員、ボランティア、福祉活動団体、関係機関や事業者等の連携や協力が必要不可

欠でありますので、なお一層のご理解ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 本計画の策定に当たり、貴重なご意見と多大なご協力を賜りました策定委員の皆様、ア

ンケートや座談会にご協力をいただきました町民の皆様に心より感謝とお礼を申し上げま

す。 

       令和５年３月 

社会福祉法人中能登町社会福祉協議会 会長 杉本 栄蔵 
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１ 社会福祉協議会と地域福祉活動計画 

社会福祉協議会とは、社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない公

共性と自主性を有する民間の福祉団体で、全国、都道府県、市区町を単位に一つずつ設置

されています。社会福祉法第１０９条に基づき市町村社協は、「地域福祉の推進を図ること

を目的とする団体」と定められています。 

 

中能登町社会福祉協議会（以下「町社協」という。）は、地域福祉の推進役として、その

中核的な役割を果たすことが位置づけられている民間組織です。中能登町福祉計画におけ

る福祉や地域の課題を活動計画と連携し、住み慣れた地域で一人ひとりがその人らしく安

心していきいきと暮らすことができるよう、地域の支え合いや助け合い体制を強化すると

ともに、「自助・互助」による地域福祉活動の仕組みづくりが求められています。制度の狭

間にある生活課題や複合的な課題の解決に向けて、地域に暮らす誰もが「支え手」と「受

け手」という関係を超えて、地域住民が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世

代や分野を超えて「丸ごと」つながることができるよう、地域住民や当事者、民生委員児

童委員、ボランティア、福祉活動団体、関係機関や事業者等と協議・連携しながら、時代

に即した地域福祉活動を展開していくための活動・行動指針として、「地域福祉活動計画」

を策定します。 

 

２ 計画策定の背景 

町社協では行政と連携協働し、「ふれあい 支えあい 地域でつなげる福祉の輪」を基本

理念に、第１次、第２次と見守りや助け合いができる「新たな支え合い」の仕組みづくり

を目指して、様々な取り組みを進めてきました。 

しかしこの間、中能登町においても少子高齢化や核家族化の進行、また、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、地域福祉活動やボランティア活動等にも大きな影響を与え、

ますます地域におけるコミュニケーションやつながりの希薄化が進み、地域活動の停滞や

見守り活動の担い手不足が顕在化してきました。また、高齢者世帯の増加、８０５０問題、

引きこもり、経済困窮等、個人や世帯が抱える地域課題は多様化・複雑化しています。問

題を自覚できない人や、生きづらさや問題を抱えていても外に発信できない人もいる中、

ますます支援の必要性が高まっています。そうした地域での問題を早期発見し早期対応す

るためには、身近な住民による支え合いの関係や気づき、助けてといえる関係性が解決へ  

「地域福祉活動計画」とは、「社会福祉協議会が呼びかけて、住民、地域において社会福祉に

関する活動を行う者、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する者が相互協力し

て策定する地域福祉の連携を目的とした民間の活動・行動計画」と定義されています。 
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強力・連携 

向けた糸口になります。「他人事」を「我が事」として捉え、地域住民や多様な活動団体、

社会福祉関係者、行政等が「丸ごと」つながり、課題を解決していく地域づくりこそが重

要になります。 

また、近年、各地で大規模な災害が多発しており、中能登町もいつ災害に見舞われるか

わかりません。そうした事態に備えて、地域住民の連携を強めていくことが求められてい

ます。 

このような背景から、行政と一体的に施策を推進し、地域共生の基盤を強め、地域福祉

のさらなる推進と課題への対応を図っていくため、年齢や障がいの有無等関係なく、地域

の誰もが福祉の担い手としてそれぞれの力を発揮することで地域福祉が推進されるよう、

「連携・協働の場」の創出、活性化に取り組み、中能登町全体が一丸となり地域ぐるみの

福祉力で対応することが求められています。引き続き、「地域共生社会の実現」の視点を持

ち、誰もが『ふだんの くらしの しあわせ』を感じられるような地域社会づくりを推進

することを使命として、「第３次中能登町地域福祉活動計画（以下、「本計画」という。）」

を策定し実施していきます。 

 

 

 

 

 

  

地域福祉活動計画 
（住民活動計画） 

地域福祉の取り組み

を実行するための住

民・関係機関等の協働

による活動・行動計画 

地域福祉計画 
（行政計画） 

地域福祉推進の

ための基盤や体

制をつくる計画 

住民参加の取り組み 

民間活動の基盤整備 



 

55 

１ 地域福祉活動計画の基本理念 

地域福祉とは、地域に住む誰もがその人らしく安心して暮らし続けることができるよう

に、地域における様々なサービスや活動を組み合わせて、共に支え合い助け合う地域社会

づくりを具現化していくことです。言いかえると私たち一人ひとりの『ふだんの くらし

の しあわせ』のことともいえます。 

本計画においては、地域におけるふれあい、支え合いを通じて、地域福祉が地域でつな

がっていくことを目的とした第２次計画の基本理念を踏襲します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ふれあい 支え合い 地域でつなげる福祉の輪 

「誰一人として取り残さない」社会を

目指すＳＤＧｓの視点を取り入れ、今

後、この本計画をもとに町社協が地域

の皆さんと共に「地域共生社会の実現」

や「持続可能な地域社会づくり」を目指

し、自分たちでできること、地域ででき

ることをみんなで考え、取り組んでい

くことを推進します。 



 

56 

２ 計画の基本目標 

本計画では、中能登町の現状・課題を踏まえ、行政の地域福祉計画の設定する３つの基

本目標を踏襲し、施策を推進します。 

 

基本目標 施  策 取り組み 

基本目標１ 

みんなで支える

地域づくり 

１ 地域でつながり、支え合

おう 

①地域での見守り活動の推進 

②支援の必要な人の早期発見 

早期対応 

２ みんながふれあえる場、

居場所をつくろう 

①住民同士の話し合いの場づくり 

②世代間交流の促進 

③地域施設の利用促進 

３ いざという時の助け合い

の輪をつくろう 

①防災ネットワークの構築 

４ 自分事と考え、支え合い

の心を育もう 

①福祉教育の推進 

②認知症・障がいに対する理解の促進 

基本目標２ 

安心して暮らせ

る地域づくり 

１ 包括的な相談体制を構築

しよう 

①身近な相談体制の充実 

②総合的な相談体制づくり 

③専門的な相談の実施 

２ 福祉サービスの充実と適

切な利用を進めよう 

①生活を支える地域資源の充実 

②権利擁護体制の充実 

３ 安心して暮らせる環境を

整備しよう 

①施設の有効活用と連携 

基本目標３ 

支援につながる

体制づくり 

１ みんなが気軽に参加でき

る活動を広めよう 

①地域福祉活動の普及・啓発 

②ボランティアセンターとの連携 

③老人クラブ活動への支援 

④多様な主体の参加促進 

２ 地域を支える人材を育成

しよう 

①講座や体験事業の充実 

②地域リーダーの意識づくり 

３ 連携・協働して取り組も

う 

①団体間の連携強化 

②活動の情報共有の推進 
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基本目標１ みんなで支える地域づくり 

 

基本施策１ 地域でつながり、支え合おう 

 

 

①地域での見守り活動の推進 

②支援の必要な人の早期発見・早期対応 
 

 

 

◇地域福祉推進チーム（区長、町内会長及び民生

委員児童委員、地域協力者）の活動支援として、福

祉見守りマップ作成を推進しています。地域に暮ら

す高齢者や障がい者、気になる世帯、隣近所でのつ

ながり等、それぞれが持っている情報を地図に書き

込むことで「見える化」し、地図から見えてくる課

題や、気になる人への関わり方、見守り方等、地域

について話し合う機会を持つことで、地域の状況が

共有でき地域力が高まります。見守りが必要な人は

今後さらに増加することが予想されます。地域にある個人の問題を地域の課題ととらえ、

解決に向けてできることを話し合いながら、見守りや支え合いの強化を図っていくため、

引き続き、福祉見守りマップを推進し、チームの強化と活動支援に努めます。 

◇地域見守りネットワークを構築し、各種団体や地域つながりサロン、ボランティア、

事業所等、既存の見守り体制に加えネットワークを拡充することで、支援が必要な人を見

逃さない地域ぐるみの見守り体制づくりを進めていきます。 

◇困ったときに相談できる人、精神的な支えになってくれる人が近くにいることで早期

発見・早期対応につながります。住民の意識アンケートでは、挨拶をする程度や世間話や

立ち話をする程度の付き合いの人が多く、隣近所の付き合いやつながりが希薄化している

中、地域のつながりを深めるため、地域活動が活発に行われるよう支援していきます。 

 

 

  

基本目標１ みんなで支える地域づくり 

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞①②③④⑳ 

福祉見守りマップづくり 

・福祉推進チームがあるが何をすればいいかわからない 

・民生委員だけでは見守りが大変      ・男の人がサロンに参加しない 

・近所付き合いがなかなかできない    ・同居家族がいても日中が心配 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策２ みんながふれあえる場、居場所をつくろう 

 

 

①住民同士の話し合いの場づくり 

②世代間交流の促進 

③地域施設の利用促進 
 

 

 

◇地域福祉座談会を各地区で開催し、「自分たちの

地区の暮らしをみんなで話そう」をテーマに、地区

のいいところ、困っているところ、自分たちにでき

ること等、地域について話し合う場づくりを推進し

てきました。地域の誰もが自分の住んでいる地域に

ついて考える機会を持つことで、「他人事」を「我が

事」として考え、地域ぐるみで課題解決に向けた話

し合いに発展するよう、引き続き、住民同士の話し

合いの場づくりを進めていきます。なお、今後、開催

方法等については検討していく必要があります。 

◇地域つながりサロンは、介護予防を始め、交流の機会や生きがいづくりを目的として

町内３５カ所で開催されています。しかし、活動のマンネリ化や後継者不足、高齢による

参加者の減少等の課題もあります。「みんなで居場所をつくっていく」という意識を参加者

にも持ってもらい、活動が継続していくように、引き続き、情報交換会や研修会を開催し

ながら課題解決を図り、地域での居場所が継続できるよう活動支援をしていく必要があり

ます。 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞①③④⑤ 

地域福祉座談会 

地域つながりサロン 
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◇地域生活において、孤立することなく日常生活を安心して送ることができるよう、一

人ひとりが地域の中でつながりあえる居場所づくりの創出に向け、各種団体の協力を得な

がら、取り組みを進めていきます。 

◇昨今、生活スタイルや趣向も多様化する中、それぞれに合った居場所を発掘し、紙面

やＳＮＳで発信するとともに、新たな居場所や通いの場を創出し、地域や町内で子どもか

ら高齢者まで様々な世代の人が集い、交流できる場所や機会をつくる等、世代を問わず参

加できる通いの場や居場所づくりを推進し、顔の見える関係づくりに取り組んでいきます。 

 

 

  

・地区で団結する行事が少なくなった 

・若い人が減り、春季祭礼等の行事が無くなりそう 

・スポーツでの集りがあれば（運動会、グラウンドゴルフ大会等） 

・子どもたちの姿が見えない、外に遊んでいない 

・若い人と高齢者の交流が少ない 

・コミュニケーションが取れるような催しか仕組みがあれば 

・高齢になるとサロンを卒業してしまう。高齢、聞こえにくい方等への配慮や

参加しやすい工夫があれば良いと思う 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策３ いざという時の助け合いの輪をつくろう 

 

 

①防災ネットワークの構築 

 

 

 

◇災害時に的確な支援活動ができるよう、災害ボランティアセンターの設置・運営訓練

を行っています。今後もいざという時に備え、訓練の実施に努めていきます。 

 

◇令和２年６月に構築した「なかのと結びネット」は、今後も想定される災害や緊急時

の対応策として、必要な物を必要な時に迅速に呼びかけて支援する協力体制のネットワー

クづくりを目指し、ＬＩＮＥ、メールを活用することにより若い人から高齢者まで幅広く

参加できるようにしたものです。今後は、地域住民、民生委員児童委員や関係機関等にも

積極的に周知し、さらに多くの人に登録してもらえるよう推進するとともに、支え合いの

ネットワークとして幅広く活用ができるように取り組みを進めていきます。 

◇災害時に「地域のために活躍できる人」を一人でも多く増やすため、災害ボランティ

アコーディネーター養成講座を開催します。災害から命を守るための準備として、災害ボ

ランティアとして必要な知識を学び、地域での災害ボランティアリーダーの養成に取り組

んでいきます。 

◇より充実した被災者支援を構築するため、行政、社会福祉法人等との連携の仕組みづ

くりを進めていきます。また、災害に備えて持続可能な事業継続ができるよう、町社協事

業継続計画（ＢＣＰ）を策定します。 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

・川があるので大雨が降った時が一番心配  ・防災避難所がわからない 

・雨の降り方が多いので、水害や山の土石の流れが気になる 

・大雨で山砂が流れ、川に溜まる（土砂災害） 

・消防団員が少ない、成り手がいない    ・緊急時に連絡が取れる体制があれば安心 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞②⑥⑦⑧⑨⑩ 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 

災害ボランティアセンター設置・運営訓練 
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基本施策４ 自分事と考え、支え合いの心を育もう 

 

 

①福祉教育の推進 

②認知症・障がいに対する理解の促進 
 

 

 

◇町内の各学校及びサロンや各種団体向けに、町内の社会福祉法人の職員が講師となり

実施する「ふくし出前講座」を周知し、福祉に関する講座を開催しています。しかし、親

世代や祖父母世代への福祉学習は、ほとんど行われていないのが現状です。興味をもって

もらえそうな講座のメニューを開発し提供する必要があり、「他人事」を「我が事」として

捉えられるよう、地域福祉の担い手として世代を問わず社会参加できるよう、学校や地域

で福祉教育の推進を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞⑪⑫⑬ 

・認知症の人が地域に出ていくことの理解が乏しい 

・家族へ認知症カフェへの参加を促す等、病気と対応について家族が理解する

ことが大切。 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 

ふくし出前講座 
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基本目標２ 安心して暮らせる地域づくり 

 

基本施策１ 包括的な相談体制を構築しよう 

 

 

①身近な相談体制の充実 

②総合的な相談体制づくり 

③専門的な相談の実施 
 

 

 

◇地域課題の多様化・複雑化により、単独の相談機関では十分に対応できなくなってき

ています。制度の狭間にある課題や複合的な課題を抱える人に対する包括的な相談の仕組

みが求められています。問題解決に向けて適切な対応ができるよう行政や民生委員児童委

員、区長、町内会長、関係機関等との連携を図り、各種相談に対応することで、困った人

を見逃さない支援体制に向けて、取り組みを進めていきます。 

◇サロンや趣味の集まり等の様々な活動の場で、参加者同士の会話や様子から異変への

気づきになったり、心配ごとの相談ができることがあります。子どもの学習支援やフード

パントリー等の事業においても、悩みや不安なことを相談できる機会になります。気軽に

相談ができる機会を増やすことで、地域での支援や関係機関へつなぐことができるよう、

相談体制の充実を図っていきます。 

 

 

 

  

基本目標２ 安心して暮らせる地域づくり 

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞②③④⑭⑮ 

       ⑯⑳㉑㉒㉓ 

・集まる場所があり、お互いにいろいろと話し合いができる 

・老人会のつながりで、頼みごとや悩みの相談がしやすい 

・相談を聞いてくれる人がいると安心 

・一人暮らしなので、倒れた時にどうしようと思う 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策２ 福祉サービスの充実と適切な利用を進めよう 

 

 

①生活を支える地域資源の充実 

②権利擁護体制の充実 
 

 

 

◇高齢や障がいにより、一人では日常の生活に不安のある方が地域で安心して生活が送

れるよう、町社協が本人との契約に基づき、福祉サービスの利用援助を中心に、日常的な

金銭管理や重要書類等の預かり・保管等の支援を通して、高齢者や障がいのある方等の権

利擁護を図ることを目的とした事業を実施しています。対象となる方にこの制度がつなが

るよう、町社協の広報誌やホームページでの事業内容の掲載や、関係機関へパンフレット

配布をする等、利用促進に向け積極的な周知に努めていきます。  

◇支援業務については、職員は正義感を持ち誠実に職務に当たるとともに、徹底した牽

制体制に努めていきます。 

◇老人福祉センター「天平の里」及び「ゆうゆう」が、介護予防や健康づくり、趣味活

動の拠点となるよう活動の場を提供しています。利用者からの相談に応じ、関係機関へつ

なぐ等の支援も行っています。活動拠点として高齢者の通いの場、居場所として、引き続

き適切な運営・管理に努めながら社会福祉の増進に寄与していきます。 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞⑮⑰㉑㉒㉓㉗ 

・支援してくれる親族のいない老老夫婦やひとり暮らし高齢者の金銭の問題

は今後増えてくると思う 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策３ 安心して暮らせる環境を整備しよう 

 

 

①施設の有効活用と連携 

 

 

 

◇町社協が経営する介護事業所における専門職と連携し、地域における生活課題の解決

に向け協働して取り組んでいきます。 

◇町社協が経営管理する老人福祉センター「天平の里」や「ゆうゆう」、健康ハウス「憩」、

保健センター「すくすく」が地域活動の拠点として有効活用されるよう、活動の創出や利

用促進に努めていきます。 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞㉗㉘㉙㉚㉛㉜㉝ 

老人福祉センター「天平の里」・「ゆうゆう」 
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基本目標３ 支援につながる体制づくり 

 

基本施策１ みんなが気軽に参加できる活動を広めよう 

 

 

①地域福祉活動の普及・啓発 

②ボランティアセンターとの連携 

③老人クラブ活動への支援 

④多様な主体の参加促進 
 

 

 

◇毎年、地域住民の誰もが福祉について学べる場、関心を持っていただく場として「中

能登町福祉のつどい」を開催しています。引き続き、講演会や相談会や体験会、展示を通

じて、地域福祉活動の普及、啓発に努めていきます。 

◇新型コロナウイルス感染症の影響により生活困窮者が増加している中、支援の輪を広

げることが町社協の責務として令和２年５月から始めた住民同士の支え合い活動「フード

ドライブ」は、回を重ねるごとに地元企業や事業所等の協力も増え、活動の広がりを見せ

ています。「いつでも 誰でも 気軽にできるボランティア」として、家庭に余っている食

品や使わない日用品、介護用品を寄付することで、助け合いの支援に無理なく参加できる

活動が定着してきています。 

共同募金も「じぶんの町を良くするしくみ」として、誰もが暮らしやすい地域づくりを

目的に運動を展開しています。住民から寄せられた募金は、中能登町の身近な福祉活動や、

支援を必要としている方々が、地域で安心して暮らすことができるよう役立てられていま

す。 

 

 

  

基本目標３ 支援につながる体制づくり 

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞⑤⑨⑭⑯⑰⑱ 

      ⑲㉔㉕㉖㉚ 

共同募金（街頭募金） 
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今後も、寄付や募金活動の意味や気軽に行える仕組みについて地域住民に周知し、関心

や理解を深めていくことが必要です。 

◇登録ボランティア団体やボランティア連絡協議会の支援を進めてきましたが、会員の

減少や高齢化等の課題がみられることから、継続的な支援や住民のボランティア活動への

参加意欲の向上を図ることが求められています。今後も様々な研修を通し人材の育成や発

掘に努め、ボランティアセンター機能の充実を図っていきます。また、ボランティア活動

に関わる全ての人にとって、利用しやすいボランティアセンター運営に取り組んでいきま

す。 

◇超高齢社会の今、制度だけでは高齢者が安心して生活することが難しく、ちょっとし

た手助けが必要になる方が増えています。「家の中でも高いところには手が届かない」、「野

菜をつくりたいけど畑が起こせない」、「重いゴミを出すのが大変」等、高齢者を中心に様々

な声が聞かれます。助けて欲しいけれど、近所や知り合いには無償で継続的に援助を受け

ることに引け目を感じて、声を出せない人がいます。ボランティアは、何らかの形で謝意

が表明されると満足感がより高まります。そういった経緯から、住民同士で『たすけあい』

『ささえあい』の地域力を強め、高齢者が安心した在宅生活を過ごせるように、近所付き

合いの延長、元気な高齢者の活躍の場として支えることにより、困っている本人にとって

はもちろんのこと、離れて暮らすご家族にとっても、とても心強いものになるよう有償ボ

ランティア制度を構築します。若い世代や元気な高齢者が地域を支えるこの仕組みが、今

後、若い人や子どもたちに良い循環となるよう取り組みを推進します。  

フードドライブ・フードパントリー 
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◇老人クラブの会員減少やリーダーの担い手不足により、組織の存続が危ぶまれる単位

クラブも出てきています。魅力ある行事の企画や生きがいを持って参加できるクラブ活動

を目指し、老人クラブが一丸となって取り組みを進めていけるよう、加入促進及び活発な

活動への支援を引き続き行います。 

 

 

 

  【日常生活で・・・】 

・草むしりが大変        ・ゴミの分別、曜日がわからない 

・田んぼを手伝ってほしい    ・畑仕事が大変 

・資源ごみが重くて大変     ・ゴミステーションまで遠い 

・店がないので都合が悪い    ・買い物をする店が離れている 

・行政の除雪が遅い、融雪がない ・自力では除雪できない 

・車の運転ができなくなると生活に困る（買い物、通院等） 

・カタログではなく品物を見て買いたい 

・一人暮らしで食事に困っている 

 

【地域福祉活動で・・・】 

・役員になる時期になると退会する人がいる 

・各団体の新人の加入率が悪い 

・老人会の会員減少→６５歳だと入ってくれない 

・集会場から離れている人は歩いてサロンにこられない 

 ・サロンは女性が多く、男性の参加する場所がない 

 ・生きがいをもって活動できる場があればいい 

・若いころからの地域とのつながりを持てる仕組みづくりが必要（役割がある

と地域につながる） 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策２ 地域を支える人材を育成しよう 

 

 

①講座や体験事業の充実 

②地域リーダーの意識づくり 
 

 

 

◇町内の社会福祉法人の職員が講師となり実施する「ふくし出前講座」のメニューの充

実を図り、地域を支える人材育成を推進していきます。 

◇各種団体・組織の共通する課題に会員が入ってこない、担い手がいないという声が多

数あります。多様な分野の人材の発掘・育成を行い、各種団体の支援を図るとともに、地

域福祉活動に結びつくよう努めていきます。 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞④⑪⑫⑬⑯ 

       ㉙㉚㉛㉜ 

・気軽に介護技術の体験ができる講習があると在宅介護をするイメージがつ

きやすい 

地域福祉座談会・サロン等でのアンケートの声 
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基本施策３ 連携・協働して取り組もう 

 

 

①団体間の連携強化 

②活動の情報共有の推進 
 

 

 

◇「中能登町福祉のつどい」や「地域福祉研修会」を通じて、地域の様々な団体が活動

内容を紹介し、情報共有や交流できる場づくりを推進していきます。また、それぞれの団

体が地域福祉活動に向け、連携して取り組むことの重要性を考える機会を持つことで、団

体間の連携強化に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状とこれからの取り組み 

取り組み 

具体的な取り組み目標 

（70ページ～75ページ） 

＜関連事業＞⑬⑲ 

中能登町福祉のつどい 
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具体的な取り組み目標 

 

 

基本目標 施  策 

基本目標１ 

みんなで支える 

地域づくり 

１ 地域でつながり、支え合おう 

２ みんながふれあえる場、居場所をつくろう 

３ いざという時の助け合いの輪をつくろう 

４ 自分事と考え、支え合いの心を育もう 

基本目標２ 

安心して暮らせる 

地域づくり 

１ 包括的な相談体制を構築しよう 

２ 福祉サービスの充実と適切な利用を進めよう 

３ 安心して暮らせる環境を整備しよう 

基本目標３ 

支援につながる 

体制づくり 

１ みんなが気軽に参加できる活動を広めよう 

２ 地域を支える人材を育成しよう 

３ 連携・協働して取り組もう 

 

事 業 名 内    容 基本目標と施策 

①地域福祉推進チ

ーム活動への支援 

地域福祉推進チーム（区長、町内会長及び民生

委員児童委員、地域協力者）の活動支援として、福

祉見守りマップ作成を推進します。要援護者（高

齢者、障がい者、気になる世帯等）情報や隣近所で

のつながりや課題等、地域について話し合う機会

を持つことで地域の状況や課題が共有でき、個人

の問題を地域の課題として解決に向けて取り組み

を考ることにより見守りや支え合いの強化を図っ

ていきます。 

基本目標１－施策１ 

基本目標１－施策２ 

②地域見守りネッ

トワーク体制づく

り事業の推進 

【新規】 

住民一人ひとりが地域の中で安心して暮らせる

よう、行政と協働して見守りのネットワークづく

りや認知症サポーター養成講座、介護予防教室の

開催、防犯の地域づくりを進め、地域のつながり

や支え合いの強化に努めていきます。 

基本目標１－施策１ 

基本目標１－施策３ 

基本目標２－施策１ 

③学習支援事業の

実施（県及び町受託

事業） 

貧困の連鎖の防止のために、生活保護世帯を含

む低所得世帯及びひとり親家庭の子どもに対する

学習の援助、居場所づくりとして実施します。 

基本目標１－施策１ 

基本目標１－施策２ 

基本目標２－施策１ 

④地域つながりサ

ロンの支援（町地域

介護予防受託事業） 

見守り支え合える地域づくりのため、介護予防

が必要な高齢者に対し、レクリエーションや交流

を通して、日常生活能力と社会性の維持向上を図

るための活動支援を行います。（町内３５カ所で実

施） 

基本目標１－施策１ 

基本目標１－施策２ 

基本目標２－施策１ 

基本目標３－施策２ 

具体的な取り組み目標 
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事 業 名 内    容 基本目標と施策 

⑤生活支援コーデ

ィネーターによる

生活支援体制整備

の推進（町受託事

業） 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を進め

ていくことを目的に、地域福祉座談会を開催し、

地域ニーズ・地域資源を見える化したり、ボラン

ティア等の生活支援の担い手の養成や新たな資源

の発掘・サービスの開発に向け、取り組みを進め

ていきます。 

基本目標１－施策２ 

基本目標３－施策１ 

⑥災害ボランティ

アセンターの立ち

上げ訓練の実施 

災害時、町社協は災害ボランティアセンターの

立ち上げ及び運営を行うことから、定期的な運営

マニュアルの見直しを図るとともに、町総合防災

訓練に併せて災害ボランティアセンター設置・運

営訓練を行います。 

基本目標１－施策３ 

⑦災害ボランティ

アコーディネータ

ーの養成【新規】 

災害時に備え、ボランティアが効率よく活動で

きるように、災害ボランティアコーディネーター

の育成に努めます。 

基本目標１－施策３ 

⑧避難行動要支援

者名簿の管理 

個人情報保護に注意をしながら、緊急時に地域

で生活する災害時要援護者の安全を確保するため

の避難行動要支援者名簿を適正に管理します。 

基本目標１－施策３ 

⑨「なかのと結びネ

ット」の活用拡大 

災害時や、生活に困窮した方等が必要としてい

る食品や日用品等の寄付を、迅速に呼びかけるた

めの支援体制ネットワークの強化を図ります。今

後も、民生委員児童委員や関係団体、地域住民に

周知し、支え合いのネットワークとして幅広く活

用できるように取り組みを進めていきます。 

基本目標１－施策３ 

基本目標３－施策１ 

⑩中能登町法人連

絡会の実施 

町内の４つの社会福祉法人が、それぞれの立場

から課題や情報を出し合い、共有し、地域福祉の

推進のためそれぞれができること、連携してでき

ること等を考え実行できるよう、情報交換や連携

体制づくりに向けた集まりを開催します。 

基本目標１－施策３ 

 

⑪地域福祉研修会

の実施 

区長、民生委員児童委員、地域福祉推進チーム、

ボランティア活動者等、地域福祉を担う層の強化

を目的に研修会を実施します。 

基本目標１－施策４ 

基本目標３－施策２ 
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事 業 名 内    容 基本目標と施策 

⑫福祉教育の推進  町内すべての学校に福祉教育を提案し、協力等

の支援を行います。また、世代を問わず地域に広

く福祉教育の機会を提供し、福祉への関心及び意

識の向上を図ります。 

※地域ふれあいサロンや団体の研修、学校での福

祉教育に、町内の４つの社会福祉法人の職員が講

師となり、「ふくし出前講座」を実施します。社会

福祉貢献と連携した福祉学習メニューの開発を進

め、周知していきます。 

基本目標１－施策４ 

基本目標３－施策２ 

⑬地域における公

益的な取り組みの

実践 

ひとり親家庭や低所得世帯の子どもに対し、学

習支援等の機会において、食事提供を行います。 

「ふくし出前講座」を町内の４つの社会福祉法

人が協力して実施します。 

基本目標１－施策４ 

基本目標３－施策２ 

基本目標３－施策３ 

⑭フードドライブ

の実施 

「中能登町のもったいないをありがとうに」を

モットーに、食品ロスの削減はもとより、ボラン

ティア活動の推進及び寄付活動による支援の輪を

広げる取り組みとして、定期的にフードドライブ

を実施します。 

基本目標２－施策１ 

基本目標３－施策１ 

⑮フードパントリ

ーによる生活困窮

者等の支援 

町内の生活困窮者等の支援活動として、フード

パントリ―を定期的に実施します。フードパント

リー開催時、悩みや不安なことを相談できる機会

となるよう、相談体制の充実を図っていきます。 

基本目標２－施策１ 

基本目標２－施策２ 

 

⑯団体支援 各種団体が取り組む活動等を地域に積極的に周

知し、組織の維持向上につながるよう支援します。

また、団体の事務補助、自立に向けての支援、運営

資金の助成等についても支援します。 

・民生委員児童委員協議会 

・老人クラブ連合会 

・遺族会 

・身体障害者福祉会 

・母子寡婦福祉会 

基本目標２－施策１ 

基本目標３－施策１ 

基本目標３－施策２ 

⑰有償ボランティ

ア事業の整備 

日常の小さな困りごとの解決に向け、またボラ

ンティアの生きがい活動として有償ボランティア

制度を確立し、地域の支え合い体制づくりを推進

します。また、担い手養成講座を実施するにあた

り、シニア世代へ積極的にアプローチすることで、

ボランティアの確保に努めます。 

基本目標２－施策２ 

基本目標３－施策１ 
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事 業 名 内    容 基本目標と施策 

⑱ボランティアセ

ンター事業の充実 

ボランティアに関する情報収集や参加促進を目

的に、取り組みを進めていきます。また、ボランテ

ィア活動の拠点となるよう、ボランティアに関す

る相談、登録、連絡調整、情報収集・提供、保険の

受付等を行います。 

・ボランティアの普及・啓発の促進 

・ボランティアコーディネート機能の強化 

・ボランティアの養成及び育成 

・ボランティアリーダーの養成及び育成 

・ボランティア連絡協議会への支援 

基本目標３－施策１ 

⑲中能登町福祉の

つどいの開催 

関係団体、ボランティア協力の連携・協働によ

る福祉イベントを開催します。福祉団体へ主体的

な参加を促し、連携を図る機会とするとともに、

地域住民に福祉をより身近に感じてもらえる企画

を計画・実施し、福祉への理解を深めるための啓

発に取り組みます。 

同時に、福祉の各分野における功労者の表彰を

行います。 

基本目標３－施策１ 

基本目標３－施策３ 

⑳福祉に関する心

配ごと相談事業 

福祉に関する心配ごと等の問題解決のための身

近な相談所として地域住民に広く周知し、中能登

町や専門機関と連携することにより機能強化を図

ります。 

・開 催 日  毎月２０日 

・開催場所  中能登町役場行政サービス庁舎 

・相 談 員  民生委員児童委員 

基本目標１－施策１ 

基本目標２－施策１ 

㉑福祉サービス利

用支援事業（県社協

受託事業） 

判断能力に不安のある高齢者や障がいをお持ち

の方が、地域において自立した生活が送れるよう、

利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用支

援を中心に、日常的な金銭管理、書類や通帳等の

預かり保管等の援助を行います。 

・生活費のお届け 

・福祉サービス、行政手続きの同行・代行等 

基本目標２－施策１ 

基本目標２－施策２ 

㉒生活福祉資金貸

付事業（県社協受託

事業） 

低所得世帯、障がい者世帯、高齢者世帯等を対

象として、資金の貸し付けと必要な相談援助を行

うことにより、経済的自立と生活の安定を確保す

るための支援をします。 

・貸し付けの相談および申込窓口 

基本目標２－施策１ 

基本目標２－施策２ 
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事 業 名 内    容 基本目標と施策 

㉓たすけあい金庫

貸付事業（独自貸

付）【新規】 

緊急かつ一時的に生計の維持が困難になった場

合に、資金を貸し付け、生活を支援します。 

基本目標２－施策１ 

基本目標２－施策２ 

㉔広報誌「なかのと

社協だより」の発行 

効果的な活動の周知や情報提供を行い、町社協

を身近に感じてもらえる掲載内容に努めます。 

基本目標３－施策１ 

㉕ホームページの

運営 

 あらゆる世代の人が快適に情報を得ることがで

きるよう、見やすく分かりやすいホームページの

充実に努めます。また、常に最新の情報が発信で

きるよう、随時更新をします。 

 高齢者お役立ち情報の充実を図り、生活支援の

情報として利用していただけるよう周知に努めま

す。 

基本目標３－施策１ 

㉖共同募金 

・赤い羽根共同 

募金 

・歳末たすけあい 

 運動 

共同募金は「じぶんの町を良くするしくみ」と

して、誰もが暮らしやすい地域づくりを目的に運

動を展開しています。募金や寄付活動の意味や、

気軽に行える仕組みについて積極的に周知し、地

域住民が理解を深められるよう努めます。 

・石川県共同募金会中能登町共同募金委員会事務

業務の支援及び配分の実施をします。 

・生徒及び児童による街頭募金を実施します。 

基本目標３－施策１ 

㉗老人福祉センタ

ー「天平の里」及び

「ゆうゆう」、健康

ハウス「憩」の利用

促進 

 施設の健全な管理運営を行い、通いの場、憩の

場として施設が有効利用されるよう努めます。 

 レクリエーション及び趣味活動の支援や、ボラ

ンティア演芸会等の高齢者生きがい活動支援を行

い、感染症予防対策の徹底を図りながら集客に努

めます。 

基本目標２－施策２ 

基本目標２－施策３ 

㉘保健センター「す

くすく」運営 

法人運営事業の事務局として当センターを拠点

とした事業展開をし、地域に密着した利用しやす

い施設として運営していきます。 

基本目標２－施策３ 

㉙訪問介護事業 ①住み慣れた自宅での生活を支え、利用者から信

頼されるサービスを目指します。 

②多職種連携の強化を図り、高齢者・障がい者の

自立を支援します。 

③積極的に研修へ参加し、職員のスキルアップを

図ります。 

基本目標２－施策３ 

基本目標３－施策２ 
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事 業 名 内    容 基本目標と施策 

㉚居宅介護支援事

業（ケアマネジャ

ー） 

①介護支援専門員の資質・専門性の向上 

・専門知識及び技術向上を図るため、内外的な研

修に参加し、スキルアップに努めます。 

・困難事例ケースの検討、及び新規ケースの情報

を共有し、事業所全体で居宅依頼ケースのケア

に取り組みます。 

・高齢者支援センター等が実施する目標設定会

議、共同事業検討会へ積極的に参加します。 

②各関係機関との連携の強化 

・行政、高齢者支援センター、医療、関係機関等と

の連携に努めます。 

・障害福祉分野との連携に努めます。 

基本目標２－施策３ 

基本目標３－施策１ 

基本目標３－施策２ 

㉛通所介護事業 ①利用者や家族の立場に立った支援を目指しま

す。 

②利用者の地域での暮らしを支えるため、関係機

関と連携を図ります。 

③中重度の認知症を有する人への対応強化を図り

ます。 

④生活機能向上を目的とし、運動器、個別機能訓

練の充実を図ります。 

⑤専門資格取得を奨励するとともに、積極的に研

修へ参加し、職員のスキルアップを図ります。 

⑥ＩＣＴによる業務の効率化を図ります。 

基本目標２－施策３ 

基本目標３－施策２ 

㉜認知症対応型通

所介護事業 

①利用者と家族に寄り添った支援を目指します。 

②利用者の現在の個々の能力や状態を少しでも長

く維持できるよう目標を設定したサービスを提

供します。 

③パーソンセンタードケアの実践を行います。 

④積極的に研修へ参加し、職員のスキルアップを

図ります。 

基本目標２－施策３ 

基本目標３－施策２ 

㉝認知症カフェの

運営 

認知症を有する人やその家族等が集い、気軽に

悩み相談や世間話等ができる認知症カフェを運営

し、認知症を有する人への効果的な支援、家族の

介護負担の軽減を図ります。 

基本目標２－施策３ 
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１ 地域住民を中心とした協働による計画の推進 

本計画を推進していくためには、住民や地域が主役となり、地域で活動する関係組織・

団体、事業者、社会福祉協議会、行政等が連携・協働して取り組むことが重要です。地域

福祉を担う主体がそれぞれの役割を果たしながら、ともに地域をつくっていく推進体制を

構築します。 

 

（１）住民の役割 

住民一人ひとりが地域福祉の担い手となり、主体性を持って地域活動や地域の課題解決

に取り組んでいくことが期待されます。地域での助け合い、支え合いの関係をつくってい

くとともに、地域福祉の担い手として、声かけや手伝いなど、自分がすぐにでも取り組め

ることから、具体的な活動へつなげていくことが大切です。 

 

（２）地域の組織・団体の役割 

住民の身近な地域で活動する組織や団体は、地域の課題やニーズを把握し、地域におけ

る福祉活動を推進していく役割を担っています。活動の輪を広げるため、住民が具体的な

活動への第一歩を踏み出すきっかけづくりや組織・団体間における交流、町や社会福祉協

議会との一層の連携強化が望まれます。 

 

（３）事業者の役割 

福祉サービス等の提供者として、住民のニーズに応じた住民サービスの提供、利用者の

視点に立った自立支援、サービスの質の確保、事業内容やサービス内容の情報提供及び相

談支援に取り組むことが必要です。また、自らも地域社会の一員であることの自覚のもと、

社会的な責任を果たしながら、地域に広く開かれた施設として、地域のつながりづくりや

支え合い活動を促進する取り組みが期待されます。 

 

（４）社会福祉協議会の役割 

地域の実情を把握し、住民とともに地域課題に取り組む、地域福祉推進の中核を担う組

織です。地域活動やボランティア活動に関する情報の発信や相談など、活動を支援すると

ともに、地域における福祉活動を担う組織・団体との連携を強化し、地域力の向上に努め

ることが期待されます。 
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（５）行政の役割 

本計画に示される福祉施策を総合的に推進していく役割を担います。また、多様化・複

雑化した課題に対応するため、庁内での連携、社会福祉協議会、関係団体、関係機関等と

の連携による包括的な支援体制の整備に努めるとともに、地域の自主的な取り組みへの支

援を行います。 

 

 

２ 計画の周知 

広報やケーブルテレビ、ホームページ、ＳＮＳをはじめ、町の行事やイベント等あらゆ

る機会を通じて、本計画の公表、周知に努めていきます。 

 

 

３ 計画の進行管理 

進捗状況を把握したうえで、施策の充実や見直しについての協議を行い、計画の円滑な

推進に努めます。 

また、計画の進捗状況を広く住民へ周知できるように、広報やホームページ等により計

画の実施状況や見直し等について公表していきます。 

 

 ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●事業・施策の改善・ 

見直し 

Plan 
計画 

Do 
実行 

Check 

評価 

Action 
見直し 

●計画の策定 

●計画に基づく取り組みの

実施 

●施策・事業の実施内容の

公表と周知 

●自己評価の実施 

●地域福祉計画推進協議会

等における評価 
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＜実施計画の評価＞ 

 ○ ： 効果的（活動が目的に対して効果的であると考えられる） 

 △ ： 効果は不明だが継続（活動の効果は不明だが、次年度は継続実施） 

 × ： 効果的ではない（活動が目的に対して効果的ではない） 

 ― ： 未実施（当該年度の実施実績がない活動） 

４ 「実施計画」の作成・評価 

行政と社会福祉協議会の具体的な活動について、「実施計画」を作成して取り組みの内容

を明確化し、その実施状況を評価します。「実施計画」は毎年更新し、前年度の実施状況評

価を踏まえて今後の実施内容を随時見直す仕組みとします。 

「実施計画」の評価は、実際に実施した事業等が、施策の「目的」の達成に寄与したか

どうかという視点で行います。以下の評価基準に基づき、事業の担当部署が行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のうち、「×」評価の活動については、廃止も含めて次年度以降の実施について見直

しを行う必要があります。また、「○」、「△」評価の活動についても、社会情勢や利用者の

ニーズ等を踏まえて、必要に応じて内容の見直しを行います。 

前年度の最終評価から次年度の実施までに時間的余裕がないことが想定されるため、評

価結果の反映については実行可能な範囲で行うこととします。 
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１ 地域福祉計画策定委員 

第３次地域福祉計画策定にあたり、以下の方々にご協力いただきました。 

（敬称略、順不同） 

 構成区分 所属 氏名 役職 備考 

１ 
学識経験を

有する者 
石川県司法書士会 津田 晃 副会長  

２ 

保健・医療・

福祉関係者 

中能登訪問看護ステーショ

ン 
中村 志帆 管理者  

３ 七尾市医師会 藤田 晋宏 副会長 委員長 

４ 
石川県能登中部保健福祉セ

ンター 
土井 保潔 

地域支援

課課長 
 

５ 

社会福祉を

目的とする

事業・施設

関係者 

（社法）鹿南福祉会 堀内 浩一 施設長  

６ （社法）つばさの会 吉田 正宏 

生活支援

部兼就労

支援部管

理者 

 

７ 
（一法）ななおなかのと就労

支援センター 
木谷 昌平 

センター

長 
 

８ 
（社法）中能登町社会福祉協

議会 
土屋 哲雄 事務局長  

９ 

関係団体の

代表者 

中能登町区長会 林 登良夫 前会長  

10 
中能登町民生委員児童委員

協議会 
高野 渡 会長 副委員長 

11 中能登町女性連絡協議会 亀井 弘美 会長  

12 
中能登町ボランティア連絡

協議会 
清水 洋子 会長  

（委員：令和５年３月８日） 
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中能登町地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 107 条の規定に基づく中能登町地域福祉

計画（以下「福祉計画」という。）を策定するため、中能登町地域福祉計画策定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、福祉計画の策定のために必要な事項について調査及び協議を行い、町

長に意見具申する。 

 

（構成） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内で構成する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 保健・医療・福祉関係者 

(3) 社会福祉を目的とする事業・施設関係者 

(4) 関係団体の代表者 

(5) その他町長が適当と認める者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から福祉計画策定の日までとする。ただし、欠員が生じ

た場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（組織） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各 1 人を置き、委員の互選によって選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めてその意見を聴く

ことができる。  
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（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、長寿福祉課内において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 最初に招集される委員会は、第 6 条の規定にかかわらず町長が招集する。 

 

附 則（令和 4 年 12 月 1 日告示第 83 号） 

この告示は、令和 4 年 12 月 1 日から施行する。 
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２ 地域福祉活動計画策定委員 

 

第３次地域福祉活動計画策定にあたり、以下の方々にご協力いただきました。 

（敬称略、順不同） 

 氏名 所属 備考 

１ 中島 和彦 学識経験者 委員長 

２ 高野 渡 中能登町民生委員児童委員協議会 副委員長 

３ 常光 弘義 中能登町身体障害者福祉会  

４ 清水 洋子 中能登町ボランティア連絡協議会  

５ 長谷 勝信 障害者支援施設つばさ  

６ 大森 一義 行政相談員  

７ 橋本 秀子 行政相談員  

８ 平岡 重信 学識経験者  

９ 上坂 恵一 学識経験者  

10 山本 有義 中能登町老人クラブ連合会  

11 堀内 浩一 介護老人福祉施設鹿寿苑  

12 梶井 順子 ボランティア  

13 本田 由美子 中能登町女性協議会  

（委員：令和５年３月７日） 
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中能登町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

 

(設置) 

第 1 条 中能登町が策定する地域福祉計画と一体となって、地域福祉を推進するための地

域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を策定することを目的として、中能

登町社会福祉協議会（以下「本会」という。）は地域福祉活動計画策定委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

 

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、次に掲げる事項を所掌し、本会々長に具申する。 

(1)  活動計画の策定に関すること。 

(2)  その他活動計画の策定に必要な事項に関すること。 

 

(構成) 

第 3 条 委員会は、委員 15 名以内で構成する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから本会々長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 保健・医療・福祉関係者 

(3) 社会福祉を目的とする事業・施設関係者 

(4) 関係団体の代表者 

(5) その他会長が適当と認める者 

 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、第２条の事務が終了するまでとする。ただし、委員が任期の途中

で交代した場合、後任者の任期は前任者の残任期間とする。 

 

(組織) 

第 5 条 委員会に委員長及び副委員長各 1 人を置き、委員の互選によって選任する。 

2 委員長は、会務を総理し、委員会の代表となる。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

(会議) 

第 6 条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

2 委員会は、委員の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

4 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めてその意見を聴くこ

とができる。  
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(庶務) 

第 7 条 委員会の庶務は、本会において処理する。 

 

(補助機関) 

第 8 条 委員会の補助機関として、所掌事項を専門的に調査、検討するため作業部会を置

くことができる。 

2 作業部会について必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

(その他) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、本会々長が別に定め

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 最初に招集される委員会は、第 6 条の規定にかかわらず本会々長が招集する。 
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３ 用語集 

 

行 用 語 内    容 

ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト 

ＢＣＰ 災害等の緊急時に事業を継続、または速やかに復旧する方

法・対策を取り決めておく事業継続計画。 

ＳＤＧｓ 「地域共生社会の実現」や「持続可能な地域社会づくり」に

向け、自分たちでできること、地域でできることをみんな

で考え、「誰一人として取り残さない」持続可能な社会の実

現を目指した目標。 

数  

８０５０問題 ８０代の親が引きこもっている５０代の子どもの生活を支

えるという問題。 

か 

行 

協働 住民、事業者、社協、行政等がそれぞれの持つ特性を生か

し、補い合い、協力し合い、連携して地域活動や公共的課題

の解決にあたること。 

権利擁護 自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や認

知症を有する人、障がい者の権利を守るため、ニーズ表明

を支援し代弁すること。 

高齢者お役立ち情報 中能登町周辺の病院、薬局、介護サービス、商店、電気屋、

床屋等を調査し、把握・見える化した情報。町社協ホームペ

ージ等に掲載。 

さ 

行 

 

災害ボランティアセ

ンター 

災害時に、被災地の支援ニーズの把握・整理を行うととも

に、支援活動を希望する個人や団体の受け入れ調整やマッ

チング活動を行う組織。 

災害ボランティアコ

ーディネーター 

被災地に作られる災害ボランティアセンターや生活拠点等

で、被災者の思いや要望、困りごと等を丁寧に聴き取り、ニ

ーズを掘り起こし、ボランティア活動希望者に伝え、被災

者支援の活動に結びつける役割を果たす人。 

生活支援コーディネ

ーター 

日常生活を送る上での様々な相談に適切に対応し、地域の

支援ニーズ及び地域資源の状況について把握し、地域にお

ける生活支援・介護予防サービス等の提供体制の構築に向

けたコーディネート機能を果たす人。 

生活支援体制整備事

業 

高齢者を支える地域の支え合いの体制づくりを推進してい

くための事業。 

た 

行 

多職種連携 医療や介護福祉に関わる様々な専門職種が互いの専門性を

活かし、チームとして働きかけること。 

地域福祉推進チーム 見守り体制の充実を図り、住民が安心して生活できる地域

づくりの推進を目的とする組織。 
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た 

行 

地域共生社会 制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」と「受け手」とい

う関係を超えて、地域住民や地域の関係団体が「我が事」と

して参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ご

と」つながることで住民一人ひとりの暮らしと生きがいを

地域とともに創っていく社会。 

地域つながりサロン 生きがいづくり・仲間づくりの輪を広げ、閉じこもりがち

な高齢の方々が交流を通じて、孤独や不安から解消される

とともに、介護予防の促進等を図ることを目的とした交流

の場。 

地域福祉座談会 住みなれた地域で自分らしい暮らしを続けるために、自分

たちの地域の現状や問題点を話し合って共有し、今後の地

域づくりについて考える会。 

な 

行 

なかのと結びネット ＳＮＳ等を利用し、災害時や生活に困窮した方等が必要と

している食品や日用品等の寄付を、迅速に呼びかけるため

の支援体制ネットワーク。 

認知症 記憶障害からはじまり、知的能力が脳の後天的な変化によ

り著しく低下する病気。 

認知症対応型通所介

護事業 

認知症を有する人を対象にした専門的なケアを提供する通

所介護。 

は 

行 

パーソンセンタード

ケア 

認知症を有する人を一人の「人」として尊重し、その人の立

場に立って考え、ケアを行おうとする認知症ケアの考え方。 

避難行動要支援者 高齢者世帯、要介護者、障がい者等の災害時に一人で避難

が難しい住民。 

フードドライブ・フ

ードパントリー 

家庭で余っている食品や日用品を集め（フードドライブ）、

生活困窮世帯等、必要とする方へ渡す（フードパントリー）

取り組み。 

福祉サービス利用支

援事業 

認知症を有する人や障がい者等の判断能力が十分でない方

を対象に、利用者との契約に基づき、地域で安心して暮ら

せるように、日常的な金銭管理等を行う事業。 

福祉見守りマップ 福祉課題を明らかにするために、住宅地図を活用し、つな

がりや支え合いの情報等を書き込んで作成する地図。 

ま
行 

民生委員児童委員 地域住民に対する見守りや生活課題に関する様々な相談

等、行政や関係団体と協力しながら支援を行う人。 

や 

行 

有償ボランティア制

度 

サポートを必要とする高齢者の援助等に、少額の謝礼を得

て取り組む制度。 

 



 

 

 

 

 

 


